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札幌市議会第一部予算特別委員会記録（第２号） 

令和８年（2026 年）３月２日（月曜日） 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

●議題 付託案件の審査 

●出席委員 32 名（欠は欠席者） 

    委 員 長  かん の  太  一       副 委 員 長  わたなべ  泰  行   

    委   員  勝  木  勇  人       委   員  高  橋  克  朋   

    委   員  こんどう  和  雄       委   員  細  川  正  人   

    委   員  よこやま  峰  子       委   員  こじ ま  ゆ  み   

    委   員  伴     良  隆       委   員  松  井  隆  文   

    委   員  中  川  賢  一     欠 委   員  三  神  英  彦   

    委   員  山  田  洋  聡       委   員  山  田  一  郎   

    委   員  ふじわら  広  昭       委   員  村  上  ゆう こ   

    委   員  中  村  たけ し       委   員  松  原  淳  二   

    委   員  うるしはら  直  子       委   員  あお い  ひろみ   

    委   員  おんむら  健太 郎       委   員  森     基誉 則   

    委   員  福  田  浩太郎       委   員  丸  山  秀  樹   

    委   員  前  川  隆  史       委   員  熊  谷  誠  一   

    委   員  小  形  香  織       委   員  太  田  秀  子   

    委   員  長  屋  いず み       委   員  坂  元  みちたか   

    委   員  山  口  かず さ       委   員  成  田  祐  樹   

    委   員  丸  岡  守  幸 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

      開 議 午後１時 

―――――――――――――― 

●かんの太一委員長  ただいまから、第一部予

算特別委員会を開会いたします。 

 報告事項でありますが、三神英彦委員からは欠

席する旨、また、村松委員からは中川委員と、藤

田委員からは山田洋聡委員と交代する旨、それぞ

れ届出がございました。 

 議事に先立ち、審査方法について確認いたしま

す。 

 質疑者、討論者及び答弁者は起立して発言する

こと、答弁を行う部長及び課長は、冒頭に職及び

氏名を名のってから発言すること、なお、同一委

員への答弁が続く場合は最初だけでよいこととい

たします。また、質疑及び答弁は、簡潔を旨とし、

前置きなどは極力省き、内容の重複等も避けなが

ら、定められた審査日程のとおり進めることので

きるよう、皆様方のご協力をお願いいたします。 

 それでは、議事に入ります。 

 議案第１号 令和８年度札幌市一般会計予算中

関係分ほか、付託議案８件を議題といたします。 

 最初に、令和８年度札幌市一般会計予算中、歳

入のうち一般財源、第２款 総務費 第１項 総

務管理費中会計室及び財政局関係分、第３項 税

務費、第９款 公債費 第１項 公債費、第10款 

諸支出金 第１項 財産取得費、第２項 他会計

繰出金中財政局関係分、第12款 予備費 第１項 

予備費、議案第８号 令和８年度札幌市基金会計

予算及び議案第９号 令和８年度札幌市公債会計

予算について、一括して質疑を行います。 
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●山田一郎委員  私からは、財政調整基金の現

状認識と今後の事業見直しについてと、総合評価

落札方式の拡大について、２点伺います。 

 まず、財政運営についての認識から伺います。 

 本市の財政運営については、これまでも議会に

おいて繰り返し議論が行われてきたことでありま

すが、さきの決算特別委員会において、我が会派

の伴 良隆委員から、本市における今後の大型施

設整備や建設事業費の増加を踏まえ、現在の財政

収支の見通しが実際と乖離しているのではないか

と質問があり、これに対して白石部長から、物価

や人件費の上昇など社会経済情勢の変化を踏まえ、

現状に即した財政収支見通しへと更新する必要が

あるとの認識から、その結果として今後10年間の

財政推計が改めて作成され、本定例会において示

されたところであります。 

 この財政推計では、現行の財政運営を継続した

場合、令和13年度には活用可能な基金残高が枯渇

すると、極めて厳しい見通しが示されております。 

 先日の代表質問において、我が会派の中川委員

からは、令和13年度に基金が枯渇するという危機

的な財政推計を直視し、将来に課題を先送りしな

い財政運営を行うよう強く求めたところでありま

すし、今日は隣に来ている山田洋聡委員からの質

問では、将来的な公共施設の更新費の集中や建設

事業費の増加が本市財政に大きな影響を及ぼす可

能性があるため、公共施設の状況の見える化を行

う施設カルテをもって検討、整理を進めていく旨

の答弁がございました。 

 市長からは、持続可能な財政運営の必要性の観

点から、短期的には内部経費の徹底的見直し、中

長期的には公共施設マネジメントの考え方を強力

に進め総量のコントロールをしていくことと、事

業の選択と集中に取り組むと答弁があったところ

であります。 

 しかしながら、当初示された令和８年度予算で

は、財政調整基金残高について、アクションプラ

ン2023で定めたベンチマークである100億円、こ

れを維持できるとされていたものの、今定例会に

提出された除排雪費補正により約36億円を取り崩

すこととなり、年度末残高は約69億円となる見込

みであります。 

 大雪対応は市民生活を守る上で、今回大変な大

雪ではございましたので理解できるものではあり

ますが、補正予算を１回編成しただけで最低限維

持すべき水準を大きく下回るという現実は、本市

財政が既に極めて脆弱な状態にあることを示して

いると言わざるを得ません。 

 そこでまず伺いますが、この状況に対する財政

局としての認識を伺います。 

●白石財政部長  財政調整基金の現状認識につ

きましてお答えさせていただきます。 

 アクションプランで定めましたベンチマークで

あります100億円につきましては、過去の大雪に

おける補正予算の最大額に対応できる水準を維持

する必要があるとして設定されておりまして、今

回の大雪の補正予算にも対応できたところでござ

います。 

 しかしながら、今後も厳しい財政状況が続くと

想定される中で、災害などの突発的な財政需要へ

の対応ですとか、年度間の財政収支の不均衡、こ

ちらを調整するという財政調整基金の役割を考え

ますと、現在見込まれております令和８年度末残

高約69億円では大変厳しい状況であると認識して

おります。 

●山田一郎委員  やはり大変厳しいというよう

な答弁でありました。 

 しかしながら、今回提示されたこの10年財政推

計を踏まえますと、本市の課題というのがもう単

年度の収支不足ではなく、財政構造そのものが持

続困難な局面に入りつつある点にあると考えます。 

 代表質問において、市長は選択と集中を進める

との考えを示されましたが、基金残高の回復を図

り将来世代への負担を抑制していくためには、こ

れまでの延長線上にある削減、節減努力のみでは

到底対応できるものではないと考えております。 



 

5 

 今後は、長年継続してきた事業も含めた抜本的

検証や、必要に応じた縮小、統廃合、民間活力の

活用を含めた事業手法の転換など、市役所全体と

してマネジメント改革が不可欠であると考えます。 

 そこで伺いますが、資金残高の回復及び持続可

能な財政運営を実現するため抜本的な見直しが必

要不可欠であると考えますが、この厳しい状況の

中で、具体的にどのような考え方とスケジュール

感を持って進めていくのか、伺います。 

●白石財政部長  今後の事業見直しの考え方と

スケジュールについてのお尋ねでございました。 

 今回公表いたしました財政推計におきましては、

財政調整基金を含めて、毎年の予算における財源

不足の補填として活用できる３基金、こちらの残

高が、現状のまま何も手を打たなければ５年後に

は枯渇してしまうという見通しとなっておりまし

て、災害時の対応はおろか、現状のサービス水準

すら維持することが困難となりますことから、見

直しに着手していくことが必要と考えております。 

 まず、今後の見直しの考え方につきましては、

継続事業、新規事業も例外なく、客観的事実に基

づく費用対効果はもとより、事業開始時からの社

会情勢等の変化、それから事業手法の妥当性、官

民の役割分担などを検証し評価するとともに、さ

らなる公共施設マネジメントの推進や受益者負担

の適正化、それからＤＸの推進による合理化など、

あらゆる観点で見直しを進めてまいりたいと考え

ております。 

 次に、今後のスケジュールにつきましては、当

初予算編成、こちらは例年夏頃から、翌年度の予

算編成に向けて財政局と各局とで施策の検討です

とか調整を始めてまいりますが、令和９年度予算

にしっかりと反映できるように、今から速やかに

見直しの検討に着手してまいりたいと考えており

ます。 

●山田一郎委員  本当にあらゆる観点から見直

しを図っていきたいという答弁でございました。 

 前回の決算特別委員会の後でちょうどマイナス

シーリングの話が出まして、そこで大体、今回出

てきたのが約30億円の削減だというようなところ

でありました。 

 ただ、今現状のところでは、この30億円でも到

底足りないというような状況になっていて、今は

もう本当に財政状況がここまで来たので、本市財

政というのは本当に転換点が来たのかなというふ

うには思っております。 

 もちろん、見直しに着手していくというような

方向性は今、白石部長からもありましたけれども、

今度、じゃあ具体的な道筋だったりとか、例えば

手法だったりとかというのは、また今後の検討に

委ねられてくると思うんですけれども、先ほどあ

りましたけれども、これまで継続的に行ってきた

事業、また新たに始めた事業も、これは例外なく

見直していくという形ではございますので、選択

と集中、前回からずっとこれはテーマになってい

るんですけれども、この選択と集中が、次は、じ

ゃあ今度、新たなステップに行くときが今回やっ

てきたかなと思っております。 

 ですので、笠松局長をはじめとして、財政局の

皆さん、またすごい大変なハードな仕事をしてい

かなきゃいけないと思いますが、もちろん限られ

た財源の中ではありますので、もちろん真に必要

な行政サービス、これは持続していくのが必要で

ございます。市役所全体のこれまでの発想、これ

を見直しながら実行に移していくことを求めて、

次の質問に移ります。 

 次に、総合評価落札方式の拡大について質問い

たします。 

 札幌市のインフラ整備や維持管理、また冬季間

の除雪、さらには災害時の緊急対応など、市民の

安全・安心な生活を支えているのは、まさに地域

に根差した建設業者の皆さんであり、地域の守り

手として大変重要な役割を担っていただいている

と認識しております。 

 一方で、現在の建設業界を取り巻く環境は大変

厳しく、少子高齢化による慢性的な人手不足に加
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え、いわゆる2024年問題への対応など、企業経営

を取り巻く状況は年々厳しさを増しているところ

であります。 

 若年層の入職者が減少し、熟年技術者の高齢化

が進む中、次世代への技術継承や労働環境の改善

は、札幌市の公共工事を将来にわたって安定的に

確保するためにも待ったなしの課題であります。 

 札幌市においても、建設業者の適正な利潤の確

保や労働環境の改善を後押しするため令和７年４

月に最低制限価格の引上げを行ったことは、行き

過ぎた価格競争を防ぎ、業界の健全な発展に資す

る取組として評価しておりますが、近年激甚化、

頻発化する自然災害への備えや、インフラ整備を

担う地元建設業者の経営が安定化するには、まだ

まだ厳しいのが現実であります。 

 そのような中で、価格だけでなく、企業の技術

力や地域貢献などを評価する総合評価落札方式は、

地域の守り手の確保や経営の安定化につながると

ともに、くじ引入札の改善にも資する重要な制度

であると考えております。 

 そこで質問ですが、札幌市の総合評価落札方式

のこれまでの取組状況についてお伺いします。 

●中西管財部長  総合評価落札方式のこれまで

の取組状況についてお答えをいたします。 

 札幌市の総合評価落札方式につきましては、平

成17年に公共工事の品質確保の促進に関する法律

が施行されたことを契機に、平成18年に試行導入

したところでございます。導入当初の発注割合は

一桁でありましたが、その後、一括審査方式や簡

易確認方式を導入するなど、受発注者双方の事務

負担の軽減を図りながら発注割合の拡大に努めて

きたところでございます。また、発注割合の目標

につきましては、アクションプラン2019で20％、

現行のアクションプラン2023では25％としており

まして、段階的な引上げに取り組んでいるところ

でございます。 

●山田一郎委員  中西部長、ありがとうござい

ました。 

 段階的に、拡大は進めているというような答弁

でありました。工事品質の確保や企業の経営努力、

これを適切に評価するという点においては、総合

評価落札方式は、公共工事を担う地元建設業者の

安定的な経営にもつながる制度であると認識して

おります。 

 これも、さきの代表質問では中川賢一委員から、

総合評価落札方式はくじ引入札から脱却し、経営

の安定化につなげる施策としてさらなる拡大を図

るよう質問し、市長からは、様々な業界団体の意

見を聞きながら総合評価落札方式のさらなる拡大

に向けて取り組んでまいりたいと答弁があったと

ころであります。 

 そこで次の質問ですが、総合評価落札方式のさ

らなる拡大について札幌市は今後どのように進め

ていくのか、伺います。 

●中西管財部長  今後の拡大の進め方について

お答えをいたします。 

 工事の品質確保を目的とした総合評価落札方式

は、くじ引の抑制効果もある一方で、人手不足で

技術者の確保が難しいなど、この方式では受注で

きない地元企業への配慮も必要であると考えてお

ります。今後も、対象案件の選定を行う工事担当

部と十分に協議を行うとともに、様々な業界団体

の意見を伺いながら拡大に取り組んでまいります。 

●山田一郎委員  ありがとうございます。 

 総合評価落札方式、何度も言っておりますが、

価格だけによらず、企業の技術力や施工実績、ま

た、さらには地域への貢献などを総合的に評価す

る制度であり、公共工事の品質確保、また地域建

設業の持続的な発展につながる重要な取組である

と思います。いろいろな配慮等も必要であると思

うんですけれども、今後、総合評価落札方式の拡

大を進めるに当たっては、やはり業界団体の意見、

これを十分に踏まえながら、制度設計や評価項目

の在り方についても丁寧に検討を進めていただく

よう求めまして、私からの質問を終わります。 

●うるしはら直子委員  私からは、令和８年度
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予算と今後の財政運営について、３点質問いたし

ます。 

 我が会派は本市の財政状況につきまして、これ

までも財政調整基金の残高ですとか、そうした財

政の見込みについては注視してまいりました。昨

年の決算期に今後の厳しい財政の見込みが示され

て以降、必要な市民サービスの維持、また、それ

らを担う人への投資、これが重要であることにつ

いて指摘いたしまして、市長、そして財政局とし

ても同様の見解であることを確認してきたところ

です。また、先日の代表質問におきましては、今

後の厳しい財政運営の中で、選択と集中、これを

進めるという方向性について市長の見解をただし

ましたところ、あれもこれもではなく、市民や事

業者に、より重きを置いた事業に財源と人材を集

中させていくとの答弁がありました。こうした状

況におきまして、今回の予算編成に当たっては、

内部経費の徹底的な見直しと節減が行われ、そこ

には15％のマイナスシーリングの結果も反映され

ているものと認識しております。厳しい財政状況

の下で、各局も、そして財政局も知恵を絞り財源

の捻出に努力した点、これは理解しております。 

 しかし、見直しを優先とするあまり、各部局で

これまで積み上げてきた、そして市民生活を支え

てきた真に必要なサービスまでが見えないところ

で削減されてしまってはいないか憂慮しておりま

す。例えば、福祉的施策のように、その方々の生

活には欠かせない支援ですとか、また、細やかな

行政サービス、単なる利用者数やコスト数といっ

た数字上の効率だけで判断対象とされるような影

響は出ていないでしょうか。 

 そこでまず１点目の質問ですが、今回の予算案

を編成するに当たり、市民サービスに影響を与え

ないようどのような判断基準をもって事業の精査

を行ったのか、伺います。 

●白石財政部長  令和８年度予算編成におきま

す市民サービスに影響を与えない事業の精査とい

うご質問でございました。お答えさせていただき

ます。 

 令和８年度予算編成では、事務的経費の節減や

事業の実施手法の効率化など、まずは内部経費の

徹底な見直しと節減に取り組むことといたしまし

て、市民サービスに影響が及ばないように配慮を

いたしました。 

 具体的な見直し内容といたしましては、市民サ

ービスの低下を伴うような制度改正などは行わず、

予算と決算の乖離を是正することですとか、あと

業務委託の内容の見直し、事業の統合、デジタル

化による経費節減などによって37億円の一般財源

を節減するとともに、その一部を活用して新たな

市民サービスの行政需要に対応したところでござ

います。 

●うるしはら直子委員  市民に必要なサービス、

これを削減したわけではないということで、そし

てまたその37億円ですか、新たな事業の部分にも

一部回しているといったことでした。 

 しかしながら、今回、部局によりましては、そ

の内部の徹底した工夫、これもこの間ずっと行っ

てきていて、もうそれもかなり限界であったとい

うところもお話を聞いています。 

 そして、結局既存の事業費を削減する、あるい

は新たな事業、レベルアップを断念したという選

択をしたというような、そんなお話も聞き及んで

おります。新年度予算がこれから執行されていく

中では、それらの選択がまず妥当であったのかど

うかということも、改めてしっかり検証していた

だきたいと思います。 

 次の質問に移りますが、今回、予算案と併せま

して、本市財政の10年推計となる「札幌市今後の

財政運営について」が示されたところです。聖域

なき見直しに着手せざるを得なくなる状況が目前

に迫っているとの見通しが示され、改めて、本市

の将来に極めて深刻な現実を突きつけられたもの

と捉えています。昨今の他の自治体における財政

の悪化、これも鑑みれば、今、本市が内部経費に

限らず、事業をしっかり見極め、そして持続可能
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な財政運営のために見直しをする、これは避けて

は通れない課題です。秋元市長が一貫して示して

おりますとおりに、厳しい局面であっても、市民

生活に直結する公共サービス、そしてそれを支え

る人材への取組、これは将来の行政サービスを支

える基盤として確保していく必要があります。 

 一方、そうした選択をしていく中で、費用対効

果だけでは評価ができない事業にも、札幌の将来

にとって切り捨ててはならない大事な要素がある

ものと考えます。 

 数値化しにくい、例えば福祉が支える日々の安

心、そして市民の心のゆとりを育む文化芸術の振

興といった札幌の都市価値が、費用対効果の視点

からコストカットの対象として削ぎ落とされてし

まわないか懸念しているところです。これらは、

単なる公的な扶助や支援の提供ということではな

く、本市で暮らす魅力でもあり、また観光資源と

して選ばれる町を創出するという投資の一つでも

あると思います。方向性を間違えると、町の将来

性を自ら摘み取ることにもなりかねません。 

 そこで質問ですが、今後、歳出全体の適正化を

図る中で、こうした数値化しにくい分野をどのよ

うに評価し、見直しの方針に反映させていく考え

か、伺います。 

●白石財政部長  数値化しにくい分野について

の評価ですとか見直しの方針についてのお尋ねで

ございました。 

 委員ご指摘のとおり、例えば文化芸術の振興施

策などは、豊かな人間性を涵養するために市民生

活においては必要なもので、行政として一定程度

担うべき役割がございます。費用対効果だけで事

業の実施可否を判断すべきでないと考えておりま

す。 

 一方で、今回公表させていただきました今後10

年間の財政推計では、このまま何も手を打たなけ

れば、これまで財源不足を補填するために活用し

てまいりました基金が枯渇して、現在の市民サー

ビスの水準を維持することすら困難になってしま

う大変厳しい財政状況が見通されているところで

ございます。 

 この限られた財源の中で基礎自治体としての役

割を果たしていくためには、費用対効果を数値化

することが難しい施策にありましても、その目的

を十分に踏まえつつ、実施手法や在り方を検証し

て効率化や節減を図るなど、聖域なく見直しを行

っていく必要があると考えております。 

●うるしはら直子委員  例えば、一つの文化芸

術、そこについて、必要性、役割については十分

理解していただいていること、ここは分かりまし

た。 

 本市においては、札幌市の文化芸術基本計画

（第４期）の中においても、人々が人間らしく生

きるための糧であり、それ自体が大きな価値を持

つものであるということ、そして、人のつながり

を育み豊かな創造性を育むことで、共生社会の実

現や都市の魅力向上など、社会を支える不可欠な

基盤なんだということも明記されておりますので、

そうした本市の方針のことも踏まえながら、厳し

い中でありながら、捻出していただきたいなと思

っております。とにかく、まずは少しでも財源を

生み出す努力がさらに必要となります。 

 しかし、選択と集中、そして聖域なき見直しを

図り、将来の大きな収支不足を克服していくため

には、今、各部局がそれぞれの枠内で苦慮しなが

ら削減を積み上げていく、こうした従来の手法だ

けでは限界があるのではないかと考えます。 

 今後は、予算編成権を持つ財政局はもちろんの

ことでありますが、本市の各部局全体を見て、同

様の事業の重複がどれぐらいあるのか、こうした

ことをまず整理しまして、そして、全庁的に横串

という視点で全体の最適化を図る仕組み、これを

構築することが不可欠ではないかと考えます。 

 厳しい時代だからこそ、限られた財源を賢く有

効に使って、札幌の魅力を維持し続けるための攻

めの財政運営が今、求められているのではないで

しょうか。 
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 そこで最後に、これは副市長に伺います。 

 本市として、今後どのような姿勢でこの見直し

に臨むのか、その考えを伺います。 

●加藤副市長  見直しに臨む姿勢についてでご

ざいます。 

 先ほど財政部長から答弁をさしあげましたけれ

ども、札幌市の現在の財政状況は、このまま手を

こまねいていては現状維持もままならないという

非常に厳しい状況でございまして、これにつきま

しては、しっかりと現実に向き合わなければなら

ないものと考えております。 

 事業の見直しでございますけれども、今後は市

民サービスに影響するものも含まれる可能性もご

ざいます。市民の価値観が多様化する中、例外な

く網羅的に幅広に検証いたしまして、見直すべき

ものは俎上にしっかりと上げていかなければなら

ないものと考えております。 

 一方、縮減一辺倒ですと、市民や企業、札幌市

職員のマインド、これはもう萎縮してしまって、

札幌の未来に向けた前向きな投資や考え方が抑制

されてしまうと、これは望ましいことではござい

ません。見直しに当たりましては、市長とか私ど

も副市長がリーダーシップをしっかり発揮いたし

まして、しっかりと効果検証を行うとともに、優

先順位を判断いたしまして全庁一丸となって取り

組んでいきますけれども、当然、市民や議会の皆

様としっかり対話して、理解を得ながら進めてい

くべきものと考えてございます。総論賛成、各論

反対ということもありますけれども、そうではな

くオール札幌市の視点で、あれもこれもではなく、

あれかこれかと考えて、何が最適かを模索いたし

まして、結果を出していかなければならないと考

えてございますので、引き続き議会の皆様にもご

理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

●福田浩太郎委員  私からも、本市の厳しい財

政状況を踏まえまして、財政運営における現状認

識と基本姿勢ということで何点か質問させていた

だきたいというふうに思います。 

 初めに、本市の財政運営における金利や物価高

騰の影響についてお尋ねしたいというふうに思い

ます。 

 現在の財政環境は、物価高騰、そして公共施設

の老朽化対応、また市債発行額の増や利子の増な

どを背景に今後一層厳しさを増すことが見込まれ

ております。 

 このような状況下においては、先ほど来、盛ん

に発言がありましたけれども、選択と集中の徹底

が不可欠でありまして、現状認識として厳しさを

前面に出す札幌市の姿勢、これは理解をするもの

でございます。 

 一方で、今、副市長からもお話がありましたが、

出ずるを制することのみに軸足を置けば、市民生

活や地域経済に窮屈さをもたらしかねません。 

 国においては、現在成長のための財政支出拡大

や投資促進の動きも見られます。これらが地域経

済や中小企業へ波及し、本市の税収基盤の強化に

つながることをまずは期待するところであります。 

 しかしながら、足元では株高が進む一方で、市

場の判断次第では円安や金利上昇のリスクも指摘

されております。 

 そこで１点目の質問ですが、今後、金利の上昇

と物価高騰が長期化した場合、本市財政にどのよ

うな影響が生じると認識しているのか、お伺いい

たします。 

●白石財政部長  金利や物価高騰の影響への認

識についてのお尋ねでございました。 

 まず、金利の上昇による影響といたしましては、

市債を発行する際の調達金利、こちらが上昇いた

しますので、将来の利払い額が増加して長期間財

政状況の悪化を招くことにまずなります。また、

物価の高騰、こちらにつきましては、単年度の歳

出の増だけではなく建設事業を行う際に発行する

市債額が、こちらが増加することになりますため、

金利の上昇や物価の高騰が長期化した場合に、後

年次の元利償還金、こちらが増加するといった財

政状況の悪化に直結することになります。そのた
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め、市債の発行額を抑制することで、将来の公債

費の縮減を図って財政負担の軽減に努めることが

必要と考えています。 

●福田浩太郎委員  ありがとうございます。 

 お話が今ありましたように、金利の上昇、物価

高騰については、当然ながら財政に様々な影響が

あるということでございます。 

 ただ、私の感想としまして、国より地方に与え

る影響が大きいのではないかなというふうに思っ

ております。国政では、税収の上振れといったよ

うな楽観的な捉えもあるようでございますが、私

ども地方自治体にとっては、税収増よりも歳出増

のほうが大きいのかなというふうに捉えておりま

す。 

 次に、選択と集中を支える財務書類の活用とい

うことで、今ほど来、選択と集中ということであ

りましたが、私のほうも、選択と集中を実効性あ

るものとするための手法としての財務書類の活用

について伺いたいと思います。 

 聖域なき改革を進めるためには、感覚や前例で

はなく、客観的、定量的な財務情報に基づく判断

が不可欠でございます。そこで、必要な行政サー

ビスの総量を適切に判断するためにも、財務書類

の積極的活用が重要と考えます。私どもは、これ

までも市民との対話を深めるために、定量的情報

を共有するツールとして財務書類の活用を提案し

てまいりました。また、資産価値を正確に把握す

ることは、官民連携や資産の有効活用を進める上

でも基礎となるものであります。今後、さきの他

会派の代表質問の答弁でもありましたが、施設カ

ルテを作って公共施設についてのマネジメントを

していくというようなお話もございました。検証

を行っていくということでありますが、それらに

加えて、公会計の手法を活用し、施設ごとの財務

情報、これは減価償却費や維持管理コスト、将来

更新の負担などを、より精密に把握し公表する必

要があると考えるところでございますがいかがか、

見解をお尋ねいたします。 

●白石財政部長  公会計手法を活用した施設ご

との財務情報などの活用についてというお尋ねで

ございました。 

 主要施設につきましては、市民の安全・安心で

すとか、あと福祉の増進といいました採算性のみ

では測れない役割がございますことから、財務書

類、財務情報だけではなくて、施設の設置目的な

どを考慮した多面的な評価を行う必要があると考

えてございます。 

 一方で、委員ご指摘のとおり、財務に関する客

観的な情報というのは、市民の皆様との合意形成

や議論を進める上で有効であると認識しておりま

す。特に一定の使用料収入が見込まれるような施

設、あるいは民間活用の可能性がある施設などの

うち、事業採算性ですとか効率的な運営が求めら

れる施設につきましては、財務書類の活用の可能

性もございますので、施設の特性に応じて引き続

き活用を検討してまいりたいと考えております。 

●福田浩太郎委員  ありがとうございます。 

 活用について、ぜひ検討していっていただきた

いというふうに思います。 

 お答えにあったように、施設の性格によって、

採算性だけではない目的があるということ、様々

な目的があるということで、財務書類が必要とは

言えない場合があるということは理解できるとこ

ろでございますし、また、特に収益性がある施設

や民間が担ったほうがいいような施設については

活用を検討していくということ、部分的に活用す

るということは、今のところ一旦承知をいたしま

すが、ただ一言申し上げますと、この財務書類の

有効活用というのは、自治体の経営判断をデータ

に基づいたものに変えるための極めて重要なステ

ップだというふうに考えてございます。実際の、

さきのＭＩＣＥ施設の決定においても、収入と費

用など、財務的なデータも含め判断をされたとい

うふうに思います。財政だけでなく原局も含めて、

データと戦略に基づいた行政運営に努めていただ

きたいというふうにお願いしたいと思います。 
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 最後に、財源確保の在り方として、資産運用に

よる財源確保という視点についてお尋ねしたいと

いうふうに思います。 

 現在、国では、消費税などの減税が議論されて

おります。また、本市におきましても、除雪のレ

ベルアップなど、市民の要望が強いところであり

ますが、これらは多額の財政支出が必要となりま

す。一般的に、歳入増、別な言い方ですと財源の

確保の手法としては、増税や負担増、また歳出カ

ットというような痛みを伴うものか、もしくは税

源の涵養が挙げられます。 

 しかし、世界の経済を眺めてまいりますと、世

界経済の規模は投資資金の拡大によって実体経済

以上に拡張しているという実態がございます。そ

うしたことから、資本市場の成長を背景に財源を

生み出すという視点も重要と私どもは考えている

ところであります。 

 そうした本市経済の規模を拡大する方向性とし

ては、一つ目に投資を呼び込むこと。例として、

再開発、ＧＸ金融、官民連携の推進があるもので

あります。二つ目としては、資産の有効活用。例

として、土地建物の民間活用、そして金融投資と

いうものが考えられ、こうした二つの方向性が考

えられます。 

 １点目の再開発やＧＸ投資、官民連携について

は既に取組をスタートされております。より全庁

的、そして横断的かつ大胆な実行を１点目につい

てはお願いしたいというふうに思います。 

 一方、２点目のうちの最後に申し上げた金融投

資については、地方自治法及び地方財政法の枠組

み上、元本毀損を回避する運用というものが前提

とされておりまして、今、札幌市の現状として、

国債や預金に限定をされているのが実態だという

ふうに承知しております。 

 しかしながら、インフレ環境下においては、現

金として寝かせておくだけでは実質的に目減りし

ていきます。何もしないこと自体が、機会損失と

いう見えない損失を生んでいるとも言えます。政

府の骨太方針2025においても、公的部門が保有す

る資産の有効活用の有用性を検討する旨が盛り込

まれております。 

 そこで最後の質問ですが、国の動向を踏まえ、

本市としても将来的な制度変更を見据えた準備や

研究を進めるべきと考えますがいかがか、お伺い

いたします。 

●白石財政部長  資産運用による財源確保につ

いて、制度変更に備えた準備ですとか、あと研究

を進めるべきというお尋ねでございました。 

 委員ご指摘のとおり、札幌市の資産運用につき

ましては、地方自治法や地方財政法、札幌市基金

条例といった関係法令に基づいて、元本が保証さ

れるという運用を行ってございます。 

 具体的には、先ほどご質問にもございましたが、

国債や地方債といった債券ですとか、あと預金と

いった元本が保証されている安全な運用を行って

いるところでございますけれども、元本が保証さ

れていない資産運用や金融投資を行うことは、地

方自治体の運用に対する国の法令が変わらない限

り困難なものとなってございます。 

 現在も、私ども、できる限りの運用益の向上に

努めておりますので、引き続き、今後も国の制度

改正などの動向を注視するとともに、より効率的

な運用の実施について検討してまいりたいと考え

ています。 

●福田浩太郎委員  ありがとうございます。 

 国の動き次第であるということは仕方がないと

いうふうに思います。ただ、今、札幌市が決めら

れた中でやっているこの資産、元本毀損しないや

り方だと利回り１％以下という状況でございます

が、今、国のＧＰＩＦですか、ああいったところ

では、５％ぐらいの利回りというものもあるとい

うようなことも聞いております。今、国会質疑な

んかを見ましても、国もインフレ下の機会損失に

ついて課題感を持っているというふうに承知して

おります。変化に備えて準備、研究はしっかりと

進めていただきたいというふうにお願いいたしま
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す。 

 最後になります。財政の厳しさを市民に伝える

ことが重要であります。しかし、それだけではな

く、資産の有効活用によって市民生活の安心を守

る挑戦を行う姿勢というものを、より積極的に発

信していくべきであります。 

 緊縮一辺倒ではなく、成長と安定を両立させる

財政運営を求めまして質問を終わります。 

●太田秀子委員  私からも、札幌市の今後の財

政運営について、今後10年間の財政推計について

質問いたします。 

 説明を受けましたときに頂いた資料にあります

けれども、令和17年度まで、10年間の一般財源に

おける推計では、一般財源歳入は緩やかに減少し

ていく一方、歳出に必要な一般財源は増加してい

く見込みであり、推計の結果、改善に向けた対策

を行わなければ収支不足の拡大により５年後には

基金が枯渇し、公債費の増加により、財政の資金

繰りですとか返済能力を示す実質公債費比率も急

速に悪化して、令和25年度には財政再生団体とな

る可能性があるというふうになっています。 

 私は、とても厳しさばかりが強調されていると

いう印象を受けました。これまでの質疑の中でも、

かなり厳しいんだというお話が繰り返されました

けれど、改善に向けた対策を行わなければこうな

るんだよということでありますから、そういうこ

とを行わないなんていうことはあり得ないんだと

思いますけれども、財政推計はそうならないため

の、早めに手を打って、数字を明らかにして対策

を検討するという意味で公表されたものでありま

す。これを基にして市民サービスが削られるよう

なことがあってはならないということを、また改

めて心配となったところです。 

 そこで２点質問します。 

 １点目ですけれども、令和７年度予算編成時の

中期財政フレームを見ますと、令和８年度には基

金活用見込みが353億円でした。しかし、令和８

年度予算を見ますと、基金の活用額は210億円と

なり好転しています。 

 この要因について伺います。 

●白石財政部長  令和７年度予算編成時の見込

みから基金活用額が好転した要因についてお答え

させていただきます。 

 今、委員からのご質問にもございましたとおり、

令和８年度予算編成における収支不足は210億円

となりまして、令和７年度予算策定時の収支不足

の見通しであります353億円と比較いたしますと、

143億円好転いたしました。この要因といたしま

しては、まず義務的経費の増加などによって必要

な一般財源が315億円増える収支の悪化要因があ

ったものの、市税などの一般財源が359億円増加

したことをはじめとして、各局の様々な見直しで

すとか経費の精査などによって合わせて458億円

が好転いたしましたため、その差引き143億円の

好転となったものでございます。 

 このように143億円という好転となった一方で、

いまだなお210億円もの巨額の収支不足が生じて

おりますので、そこら辺について基金による補填

を行ったところでございまして、今後10年間の推

計でお示ししましたとおり、収支不足の拡大によ

って５年後の令和13年度には基金が枯渇するとい

う大変厳しい財政状況に直面しているというとこ

ろでございます。 

●太田秀子委員  その単年度のところで見ます

と143億円の好転になっているんだということで

ありました。 

 収支不足を基金で埋めたということも先ほど来

の質疑で伺っていたところですけれども、毎年の

決算の中で、翌年の基金に積立てをしたりという

こともしておりますので、単年度をしっかりと見

ていかなければいけないと思ったところです。 

 続いて伺います。 

 今回出された今後10年間の財政推計は、前提と

して、物価上昇や経済情勢による税収の変動など

は加味しない、一定の仮定に基づいているんだと

しています。なぜそのような推計のやり方なのか、
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伺います。 

●白石財政部長  財政推計で物価上昇や経済情

勢による税収の変動を見込まない理由につきまし

てでございますが、委員ご指摘の今後の物価上昇

ですとか経済情勢による税収の変動につきまして

は、歳入・歳出共に不確定な要素がありますこと

から、一定の仮定に基づいて推計していることは

ご理解いただければと存じます。 

 物価や賃金水準が上がった場合に、市が支出す

る経費が増える一方で、税収など収入側も増える

ことなど、一定程度、歳入と歳出が連動して収支

に与える影響が相殺される場合もありますことか

ら、歳入・歳出どちらも同じく影響を見込んでい

ないところでございます。 

 加えて、推計に当たりましては、できるだけ不

確定な要素を極力排除して精度を上げるために、

経済情勢による税収の変動なども影響を見込まな

いこととしております。 

 今後10年間の財政推計でございますが、一定の

仮定に基づく推計でありまして、今後、当然変動

するものでございますので、予算、決算などのタ

イミングを踏まえて今後も情報を更新していくこ

とも検討してまいりたいと考えております。 

●太田秀子委員  物価上昇などは、それら不確

定なものを見込んでいたら、ちょっと推計もやり

づらいですから、そういうものは入れませんけれ

ども、実質の生活をしていく中では、物価上昇は

これまでも随分長く続いてきましたし、これから

の市民の生活には厳しいものになるだろうと思う

んですね。歳出の一般財源のうち、90％が扶助費

や公債費、職員費の義務的経費と、除雪費などの

準義務的経費です。ここは削減することが難しい

経費でありますけれども、しかし、義務的経費の

中の公債費は見直しを行う余地があるのではない

かと思っています。資料の中の義務的経費の状況

には、今後の公債費に要する一般財源の負担額に

ついて、建設事業費の増加に伴う市債発行額の増

加、利率上昇に伴う利子の増加、これらによって

大きく増えていくという見込みがされています。

市債の償還額も膨らみます。市債は30年間かけて

償還するため、その影響は長く続くんだというこ

とも書いてあります。利率のコントロールという

のは難しいことでしょうけれども、市債発行額を

見直して削っていくということは、できるのでは

ないかと思います。ぜひ検討していただきたいと

思います。 

 先ほど来の質疑の中で、文化芸術のところなど

でも、数値化しにくいところがあっても、そうい

うところも検証して、聖域化しないんだというよ

うな答弁だったかと思いました。そして、施設に

ついても、使用料をもらっているものや民間が活

用できるもの、そういう施設の活用は検討すると

いうことで、やはりその使用料、市民が負担する

使用料ですとか、民間に使ってもらうとか、市民

にとってもとても大事な文化なんだとおっしゃい

ながら、そういうところも聖域化しないんだとい

うお話で、本当に市民が不在でこのまま進んだら

大変なことだなということを改めて思いましたの

で、そういうことのないようにしていただきたい

と思うんです。 

 資料の中で、経済観光関連施設の中に新ＭＩＣ

Ｅというのがありまして、令和10年に105億円と

ありまして、その後ちょっと飛んで、令和13年か

ら185億円ずつ、２年続けて行っているんですね。

ＭＩＣＥは、まだ予算計上こそされていませんけ

れども、こうやって推計上は数として載っている

わけです。市債がとてもこれから増えていき、そ

の後の将来にも続いていくんだよと、影響を与え

るよということを、この推計の中でも言っている

わけですから、これらも本当に、これから市民に

とって大事なのかどうかということも検討してい

ただきたいなと思ったところです。令和７年度時

点で見込んだよりも、令和８年度は税収を含めた

一般財源が好転し、伸びています。今後も、この

傾向は続くこともあると思います。 

 毎年の予算編成において、しっかりとその点を
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反映させていただいて、市民サービスの維持・向

上に充てていただきたいということを強く求めて

私の質問を終わります。 

●ふじわら広昭委員  私は５項目質問いたしま

す。 

 １項目めは、電子契約導入について及び役務３

業種の社会保険料の納入証明について、２項目め

は、設計変更の取扱いについて、３項目めは、入

札における見積期間について、４項目めは、工事

発注見通しの公表について、５項目めは、工事完

了から工事代金の入金までの期間短縮についてで

す。 

 初めは、１項目めの電子契約導入及び役務３業

種の社会保険料の納入証明についてです。 

 最初の質問は、2025年予算特別委員会及び決算

特別委員会で取り上げた電子契約の導入について

伺います。 

 2025年の決算特別委員会で管財部長から、今後

システムを構築する事業者の選定を行い、操作マ

ニュアルを整備し、各登録事業者に説明会などを

実施した上で、2026年４月からの開始に向けて準

備を進めているとの答弁がありました。 

 そこで質問ですが、事務の効率化や事業者の利

便性向上に資する電子契約について、今年４月か

ら本格導入されるとの理解で相違ないか、改めて

確認をいたします。 

 あわせて、導入に当たっての周知状況や円滑な

運用開始に向けた直近のスケジュールについても

伺いたいと思います。 

●中西管財部長  電子契約の導入時期及び周知

スケジュールについてお答えをいたします。 

 電子契約については、４月の運用開始に向け、

準備を進めているところでございます。周知スケ

ジュールについては、３月中旬に事業者向けのオ

ンライン説明会を開催しまして、その後も事業者

がいつでも確認できるよう、動画を札幌市の公式

ホームページに掲載いたします。こうした取組に

よりまして、電子契約の円滑な運用に努めてまい

りたいと考えております。 

●ふじわら広昭委員  次は、2024年の決算特別

委員会、2025年予算特別委員会及び決算特別委員

会で取り上げた役務３業種の契約における社会保

険料などの納入確認についてです。 

 2025年の決算特別委員会で管財部長から、市有

施設維持管理業務委託契約に係る運用方針に、入

札参加資格の要件として社会保険料の領収書の写

しなどの提出を明記し、2026年４月以降に業務が

開始となる2026年１月上旬の告示案件から適用す

るよう準備を進めているとの答弁がありました。 

 既に１月上旬に告示した８件の清掃業者の入札

参加資格の確認において、納入状況のチェックを

行ったと聞いていますが、入札告示の直後に未納

分を慌てて納付し、形式上だけ要件を満たして参

加してくる事案が懸念されます。 

 そこで質問ですが、告示前後の１回限りの確認

では継続的な納付状況を把握するには不十分と考

えますが、札幌市として具体的にどのような方法

で実効性のある納付確認を行っているのか、見解

を伺います。 

●中西管財部長  役務３業種の社会保険料の納

付確認についてお答えをいたします。 

 入札参加資格の厳格化と履行品質の確保を図る

ため、令和８年１月の告示案件から、入札時に領

収書等の提出を求める運用としたところでござい

ます。 

 具体的には、まず労災保険、雇用保険といった

労働保険料につきましては、直近３期分の納付状

況を確認してございます。また、事業者と従業員

が保険料を折半する健康保険、厚生年金、介護保

険といった被用者保険料については、直近３か月

分の納付状況を確認してございます。これらの運

用については、委員ご指摘の告示直前の駆け込み

納付を防ぎ、過去から継続した適正な納付を確認

して実効性を担保しつつ、一方で、業界団体から

要望のあった事務負担の軽減ですとか手続の簡素

化にも配慮して、バランスを考慮して設定したと
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ころでございます。 

 なお、１月からの運用開始後の案件では、全て

の落札者が適正な納付を完了していることを確認

したところでございます。今後とも、法令を遵守

する健全な事業者が適正に評価されるよう、公

平・公正な入札制度の構築に努めてまいります。 

●ふじわら広昭委員  要望を申し上げて次の質

問に移ります。 

 電子契約の導入につきましては、この間も、建

設業の皆さんは、技術者だけでなくて、事務職の

皆さんの採用、応募も極めて難しい状況の中で、

これまで電子契約を導入していない場合には、入

札の落札が決まってから竣工までの間に少なくと

も６回から７回、札幌市に資料を持ってこなけれ

ばならない、そうした状況を改善するためには大

きな効果があると思いますし、評価したいと思い

ます。 

 さらに、役務３業種の関係でありますけれども、

これもこの間の議会の中で指摘しましたように、

会社を退職もしくは転職した際に、就職した先ま

たは保険事務所などから、あなたの保険の加入期

間はこれだけであって、例えば年金ですとか、満

額のものにはならないということが知らされて、

本人も改めて驚愕するという状況があることを指

摘しましたので、ぜひこの制度をさらによりよく

発展していただきたいというふうに思います。 

 次は、２項目めの、札幌市が発注する工事の設

計変更についてです。 

 最初の質問は、札幌市工事施行規程の見直しに

ついてです。 

 工事における設計変更については、当初に発注

した工事の設計と数量や施工方法などが変わるた

め、基本的に請負金額や工事期間などの変更が必

要となることが多いのですが、中には正式な工事

の一時中止などの措置を取らずに現場を一時中断

して変更内容を検討しているケースがあり、その

間の現場の重機や仮設材、ガードマンなどといっ

た必要な経費が適切に計上されていない実態につ

いて、これまでも議会の場などを通じて取り上げ

てきました。 

 札幌市請負工事設計変更等ガイドラインでは、

設計変更に伴う契約変更の手続は、その必要が生

じた都度遅滞なく行うものとすると記載されてい

るとともに、発注者は工事の施行を中止または一

時中止させた場合において必要があると認められ

るときは、請負代金額または工期を変更し、中止

に伴う増加費用を負担しなければならないと定め

られているにもかかわらず、必要な経費が適切に

計上されていない実態を多数耳にしています。 

 その要因が、札幌市工事施行規程の第22条に、

「工事主任は、工事の施行中において、設計変更、

工期変更その他契約書又は施行伺をもって定めた

事項の変更を行う場合にあっては、契約内容の変

更の手続を終えた後でなければ、請負人に施行さ

せることができない」との記載があり、札幌市請

負工事設計変更等ガイドラインの記載内容の整合

性が取れていないことが要因であることについて、

2025年の決算特別委員会で取り上げました。 

 これに対して中西管財部長からは、設計変更の

必要が生じた際の工事の施行について定めている

現行の札幌市工事施行規程の第22条の規定に明確

でない部分があるため、設計変更などの取扱いの

明確化に向けて年度内に規程を改正するよう検討

するとの答弁がありました。 

 そこで質問ですが、現在、早期発注工事の入札

が多数進められていますが、札幌市工事施行規程

は、いつどのような内容に見直されるのか、伺い

たいと思います。 

●中西管財部長  札幌市工事施行規程の見直し

の実施時期とその内容についてお答えいたします。 

 本年４月１日からの施行に向け、年度内の改正

の準備を行っているところでございます。 

 設計変更の取扱いに関する改正の内容としまし

ては、契約変更後でなければ請負人に施行させる

ことができない内容を明らかにするとともに、設

計変更等に関して工事の中止を通知した場合の措
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置として、工事主任が中止に伴う増加費用や工期

変更の要否を確認する旨を規定することとしてお

ります。 

●ふじわら広昭委員  従来の工事規程よりも具

体的な内容が表現されているので一定の評価をし

たいというふうに思います。 

 この問題について、2025年度決算特別委員会に

おいて、受注者の施工の円滑化や効率化を目的と

して策定されたはずの設計変更ガイドラインにつ

いて、協議や指示といった重要な取扱いが誤った

理解により口頭で行われるなど、適切に運用され

ていないことを指摘したところ、発注部局である

水道局の堀内給水部長からは、設計変更への理解

を深め適切な運用を徹底するとともに、受注者と

発注者が対等な立場で今まで以上に協議しやすい

環境づくりにも努めていくとの答弁がありました。 

 また、設計変更等ガイドラインとその対応方法

について早急に見直しを図ることを求めたところ、

高桑工事管理室長から、年度内にも設計変更等ガ

イドラインが適切に理解され運用されるよう見直

しを行うといった趣旨の答弁がありました。 

 そこで質問ですが、札幌市請負工事設計変更等

ガイドラインの見直しに当たっての基本的なポイ

ントについて伺います。 

 また、具体的にどのような点が見直されるのか

についても併せて伺います。 

●高桑工事管理室長  設計変更等ガイドライン

見直しに当たっての基本的なポイントについてと、

具体的にどのような点が見直されたのかについて

お答えをいたします。 

 まず、基本的なポイントについてですが、施工

部局への実態調査から、本来書面で行うべき指示

が口頭であったことによって、設計変更や、工事

の中止に関わる受注者への指示が曖昧となり、中

止による現場への影響に関して受発注者間の認識

にそごが生じていたことが課題と認識したところ

でございます。 

 そのため、今回のガイドラインの見直しでは、

書面による指示、協議の徹底を目的として施工協

議簿の様式を見直したほか、工事の一時中止に係

る手続の円滑化を目的として記述内容の充実化を

図ったところでございます。 

 次に、具体的な見直し内容についてですが、大

きく３点ございます。 

 １点目として、施工協議部の様式に事前着手の

可否、あるいは工事の一時中止の有無、これらに

係るチェック欄を設けて、設計変更の協議の都度、

工事の中止に関して受発注者間の認識にそごが生

じないようにしたところでございます。 

 ２点目として、工事の一時中止に係る記述につ

いて、これらを新たに章立てして際立たせ、受発

注者の双方の義務や役割、そういった重要事項を

明確に記述し、手続が遺漏なく円滑に行われるよ

う見直したところでございます。 

 ３点目として、ガイドライン全般の記述内容を

より明確化するため、契約約款の条文に基づき、

義務的規定に関する記述、表記を見直すとともに、

重要な記述については赤太字で表記することとい

たしました。 

●ふじわら広昭委員  この間、議会の中で指摘

してきたような項目が具体的に改善されるに至っ

たと理解しているところでございます。 

 次は、設計変更に伴う工事の一時中止などの扱

いに当たっては、必要な経費をもらえずに竣工し

たという声を数多く聞いております。 

 私の昨年秋の決算特別委員会のこのやり取りを

インターネットで見た業者の皆さんから、何社も

そういう相談がありました。ここでは時間があり

ませんのであえて取り上げませんけれども、こう

したことは工事本体の変更と違い、現場を一時的

に保全しておくための費用であるため、昔から慣

習であった請負業者の請け負け的な観点から、こ

れまで必要な経費として計上されずに運用してき

たものと思われます。受注者から請求がなかった

から設計変更しないとするのではなく、発注者が

適正に判断し、必要な措置を講じるべきでありま
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す。 

 そういった面から、今回ガイドラインが見直さ

れることに期待が寄せられていますが、全ての発

注者が正しく理解することはもとより、受注者で

ある業界側に対しても、見直された内容や見直し

のポイントといったものをしっかりと浸透させ、

理解を深める必要があります。 

 そこで質問ですが、札幌市請負工事設計変更等

ガイドラインの見直し内容について発注者内部の

研修及び業界への浸透に向けどのように取り組む

のか、伺います。 

 また、ガイドラインの逐条解説書を早急に作成

し、発注者の研修会などに活用すべきと思います

が、併せて伺います。 

●高桑工事管理室長  施工部局の研修や業界へ

の浸透に向けた取組についてと、ガイドラインの

逐条解説書の作成と研修会での活用についてお答

えいたします。 

 施工部局の研修、業界への浸透に向けた取組と

して、施工部局に対しては、工事管理室から見直

し内容の周知を依頼するとともに、新任工事主任

研修などの内部研修を実施してまいりたいと考え

てございます。また、業界団体に対しては、見直

し内容についてホームページでお知らせするほか、

業界団体との意見交換会などの様々な機会を捉え、

周知に努めてまいりたいと考えてございます。 

 次に、逐条解説書の作成と研修会での活用につ

いてですが、今回のガイドライン改定においては、

現行のものから基本的な考え方や手続の流れは変

更ございませんが、より適正な運用が図られるよ

う適宜解説を追記するなどの内容の充実化を行っ

たところでございます。そのため、まずは今回改

定したガイドラインに基づき、施工部局や業界団

体に対して内容を周知していきたいと考えてござ

います。 

 今後についてですが、ガイドラインでは対応で

きないような個別の課題が発生した場合には、受

発注者の対応事例を蓄積し、発注者の研修会等で

活用していくことなども検討してまいりたいと考

えてございます。 

●ふじわら広昭委員  要望を申し上げて次の質

問に移りたいと思います。 

 室長の答弁では、新任の異動で来られた方に対

する研修会などをしっかり行っていきたいという

ことでありますけれども、問題は、現在配置され

ている皆さんが誤解したり、そういう解釈でやっ

ているわけでありますので、ぜひとも、異動で来

られた以外の方も、趣旨はお分かりだと思います

けれども、全員に対してしっかりとした研修を行

っていただきたいというふうに思います。 

 こうした建設業の皆さんについては、災害時の

復旧などでも活躍するわけでありまして、地域の

守り手として市民生活や社会経済活動を支える重

要な存在であります。このため、我が会派として

は、地元の建設業が経営環境の悪化で倒産や廃業

するといった事態を招かないよう、議会などの場

を通じて札幌市にこの対応を求めてきたところで

あります。人口が集中する都市が多い札幌市の工

事では、当初の設計と施工条件などが変わること

が多く、設計変更が避けて通れないものと言える

ため、受注者が負担を被るといった事態を招かな

いことが重要であり、今回の札幌市工事施行規程

や札幌市請負工事設計変更等ガイドラインが見直

されることは非常に意義があると言えます。 

 今後は、これらが適切に運用されるよう発注者

側と受注者側に対してしっかりと周知や説明を行

っていくとともに、運用面で問題が生じた場合な

ど、必要に応じて適宜内容を見直していくことを

強く求めます。また、建設工事における発注者と

受注者の関係については請負業者の請け負け的な

慣習があり、北海道開発局などでは改善に向けて

取組が進められていますが、札幌市ではそうした

慣習がまだ残っているのではないかと感じていま

す。受注者が増額変更の話を言ってこなければ費

用は見ないといった考え方ではなく、常に発注者

と受注者が対等な立場で協議し、発注者は、工事



 

18 

の一時中止を含め設計変更に伴う必要な費用を負

担しなければならないといった視点で対応してい

くことを強く求めておきます。 

 次は、３項目めの、入札における見積期間につ

いてでございます。 

 最初の質問は、適用工種についてです。初めは、

入札における見積期間の延長について伺います。 

 このことについては、これまでの経過をお話し

しますと、各会派に毎年、札幌建設業協会から、

土木、建築に係る建設業の抱える課題などに対応

するため新年度要望が出されており、この見積期

間の延長に関しては３年前から要望が上がってい

ます。昨年12月の建設関連業界紙によりますと、

札幌市は入札見積期間の延長について、新年度か

ら予定価格5,000万円以上はこれまでの２週間か

ら４週間に延長する。また、予定価格5,000万円

未満は３週間とする回答をしたとの報道でありま

す。私ども会派でも、以前からこうした要望を受

けて、建設業界の皆様に、この見積期間の扱いは、

建設業界には土木系と建築系など様々な業種や団

体があり、おのおので事情に違いがあるので慎重

に取り扱うよう申し上げてきました。札幌建設業

協会からの要望としては、積算に一定の調査時間

を必要とする入札案件について、適切な入札見積

期間、４週間程度を確保していただきたいとのこ

とであります。 

 そこで確認の意味で質問ですが、積算に一定の

時間を要する入札案件と限定した要望内容であっ

たと理解していましたが、今回の見直しの判断に

ついてはどのような工種に適用する考えなのか、

伺いたいと思います。 

●中西管財部長  今回の見直しを適用する工種

についてお答えをさせていただきます。 

 今回の見直しは、働き方改革に対応するととも

に、建設業の処遇改善などの取組により担い手を

確保し、建設業を持続可能なものとするための建

設業法等の改正に対応するものであり、工種を問

わず適用する予定でございます。 

●ふじわら広昭委員  全ての工種で一律に見積

期間の延長を行うとの答弁であったかというふう

に思いますけれども、大事な事柄である土木系か

建築系なのかという企業の実態をきちんと調査も

せずに判断したものと言わざるを得ません。 

 今回の見積期間の見直しについては、札幌建設

業界の中での建築系企業からの要望であると聞い

ております。そもそも当該団体の加盟の土木系企

業は、そのように一律に実施してほしいという要

望とは捉えていないとのことであります。この見

積期間については、私が建築部局に確認したとこ

ろでは、建築系の工事では積算の歩掛りが公にな

っていない見積りによる工種が多いので積算に時

間がかかるとの理由から、現在も一部の工事で試

行的に見積期間を延長しているとのことでありま

した。 

 一方で、土木系の工事については積算の歩掛り

がほとんど公になっているとともに、企業に確認

したところでも、昨今は入札競争の激化により短

期間での積算が求められることから、積算ソフト

を使用し、さらに積算技術の向上も相まって、積

算に要する日数は、一般的な土木系工事の場合、

半日から１日程度であるということであります。

さらに、発注件数についても、土木、下水、舗装

工事では年間約500件を超える工事が発注されて

いますけれども、建築、電気、管工事では年間

250件を超える程度であるとともに、１工事当た

りの平均入札参加企業数についても、土木、下水、

舗装工事が十数社の参加であるのに対して、建築、

電気、管工事は５社前後といったように、発注件

数や参加企業数を見ても、土木系と建築系では大

きく事情が異なります。 

 そこで質問ですが、土木系と建築系の積算の実

態は、今申し上げたように違いが明らかでありま

す。そもそも、こうした積算の実態に違いがある

ことをどのように認識してきたのか、伺いたいと

思います。 

●中西管財部長  土木系と建築系の積算の実態
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の違いの認識についてでございます。 

 積算に要する日数につきましては、土木系より

も建築系のほうが、より長期間を要する実態にあ

ることは認識してございます。 

●ふじわら広昭委員  要するに、一般競争入札

が多い札幌市の発注工事において、発注件数や参

加企業数が多くて競争が激しい、実質の施工期間

も短い土木系の工事では、告示される工事に次々

と応札して受注にこぎ着け技術者や下請などの施

工体制を確定しなければ、受注に向けた競争につ

いていけず、経営の悪化につながるわけでありま

す。また、土木系の業種については、冬期間の施

工が困難であり、積雪時期の前に工事を終えなけ

ればならないので、極力早く発注してほしいとい

うのが総意であります。 

 このため、これまで我が会派では早期発注の拡

大を要望してきており、札幌市がこれを反映する

見直しを図ってきていることは、各企業にとって、

人員の配置や下請を含めた施工体制の確保などが

スムーズに進められるとともに、フレックス工期

と相まって、工程管理にもゆとりが持てることや、

事故防止の面も含め、業界から高く評価されてお

ります。 

 しかし、今回の見積期間の延長の見直しは、土

木系の業種がこれまで札幌市に要望し、改善が図

られてきた取組とは全く逆行する取組であります。

建設業界の団体の一つである札幌建設業協会から

要望があったのは事実として、私はこれまでも、

建設業界でも業種により各団体がありますので、

管財部に今回の見積期間の延長などのように業界

に影響を及ぼすような内容については、各団体な

どに慎重かつ丁寧に説明するとともに、課題など

についても十分協議するべきと求めてきたところ

であります。 

 そこで質問ですが、今回の見積期間の見直しに

ついては、各団体に対し実態把握や協議をいつの

時点で行ったのか、伺います。 

また、見直しに伴う課題はどのようなもので

あったか、併せて伺います。 

●中西管財部長  各団体に対する実態把握や協

議の実施時期及び見直しに伴う課題についてお答

えいたします。 

札幌建設業協会からは、令和３年から見積期

間の延長について要望を受けていたところでござ

いますが、今回の見直しに当たっては、札幌建設

業協会を含む各団体に対する実態把握や協議は特

段行っておりません。また、見直しに伴う課題に

ついては特段ないものと認識してございます。 

●ふじわら広昭委員  全く業界のことを考えて

いないですね。一方的なやり方だというふうに私

は思います。 

以前の市況連動型のときにも、十分な説明を

せずに実施して、すぐ業界からやめてほしいとい

う要望が札幌市に上がって、札幌市もメンツがあ

るからすぐやめるわけにもいかないので、３年間

試行ということで実施して、これをやめたわけで

すよね。私もその際に議会で取り上げて、制度設

計を変える場合には事前に十分に業界との意見交

換を行って合意を得るようにすべきだということ

を指摘したわけであります。にもかかわらず、今

の部長の答弁では、こうした業界の経営存続にも

影響を大きく与えるものに対して、全く事前の意

向調査などをしていないと、札幌建設業協会から

見積期間を延長してほしいと、そういうものがあ

ったから行ったというふうな答弁にも聞こえるわ

けであります。 

土木系企業の団体としましては、札幌市土木

事業協会、札幌市中小企業建設業協会などがあり

ますが、私の聞き取りにおいても各団体は全く寝

耳に水の話で、幾ら札幌市の方針だと言われても、

企業の経営に関わることで、とても理解できるも

のではないとのことであります。今回の見積期間

の見直しは、全く実態や協議もされず課題が山積

する中、見切り発車的な判断によるものと言わざ

るを得ません。土木や舗装などの業種で200社を

超える企業が札幌市の道路維持除雪業務の企業体
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の構成員であり、多くの技術者のほか、運転手や

作業員が従事しております。土木、舗装などの業

種は全く見積期間の延長を望んでおらず、工事の

見積期間が延長されれば、仮に幾ら告示期間の前

倒しを実施しても受注決定まで時間がかかるのは

明らかであり、むしろ告示期間を早めることがで

きるのであれば、見積期間を延ばさず、できるだ

け早く入札を実施すべきであります。受注できる

かどうか分からない中で、さらに２週間もの待機

状況が発生し、その間、技術者などの配置は決ま

らず、さらに、工事が除雪期間と重複するおそれ

が生じ、下請を含め、道路維持除雪業務に従事す

る企業にとっては大きなデメリットばかりであり

ます。札幌市内の公共工事を担う受注企業の多く

は、限られた技術者、一般的には多くて四、五名

程度であり、見積期間が２週間から４週間に延長

になりますと、一般競争入札では、ほとんど金額

によるくじ引入札の実態からしますと、受注確定

の日数が延びるばかりで、この延長による４週間

の空白期間で確実に受注できる担保もない上、さ

らに次の入札機会でも同じように確定日が延長と

なり、技術者配置や下請業者などの雇用をはじめ、

影響は計り知れません。さらに、ほかの発注機関、

北海道開発局や北海道への入札参加が滞り、経営

の悪化につながることは明らかであります。 

そこで質問ですが、見積期間が２週間から４

週間に延長となるこの空白期間の損失は非常に大

きいと考えますが、受注確定日延長となる損失と

入札機会の損失などの企業の損失についての影響

をどのように考えているのか、伺いたいと思いま

す。 

●中西管財部長  今回の見直しに伴う企業の損

失についてお答えいたします。 

今回の見直しは、入札以降のスケジュールを

変更するものではなく、告示の時期を早めること

により適正な入札見積期間を確保しようとするも

のであり、企業の損失は特段生じないものと認識

しております。 

●ふじわら広昭委員  皆さん方は事務的な仕事

をしているから、一部管理室の方は技術者の方も

いらっしゃいますけれども、実際に、先ほどの質

問する前のときにも申し上げましたけれども、今

まで２週間のものが、5,000万円未満では１週間

延ばして３週間、5,000万円以上は２週間延ばし

て４週間、そういう日程設定で、いわゆる入札の

決定は変わらない、なぜならば発注部局の準備を

早めているからという説明でありますけれども、

そこは、やはり事務的な作業をしている皆さんと、

そうした技術系の仕事をされている皆さんと、ま

た仕事を受注している皆さんの中では全く考え方

が違っており、それは先ほども指摘したとおり、

部長の答弁もありましたように、事前に業界にき

ちっとした丁寧な説明をしていないところにそう

した回答が出てくるというふうに私は言わざるを

得ないわけであります。 

次の質問に移りますけれども、昨今の建設業

を取り巻く環境は、急激な資材の高騰や人材の確

保のさらなる困難化が続いているため、さらに工

事受注競争が激化する中で、各企業は効率化を図

りながら１日でも早く工事を完了させるため、工

事期間を短縮するなど、現場経費を少しでも削減

し、利益を生み出す努力をしているわけでありま

す。先ほども申し上げましたけれども、この２週

間の待機期間の延長は、あまりにも企業への影響

が大き過ぎて、幾ら告示を前倒ししても、そのこ

とは全く解決するわけでもありません。これまで

より、１件の工事案件に対し２週間ずつ延びて受

注が決定しなければ、倍々のように空白時間は増

えるばかりで、現状、限られた技術者をやりくり

しながら入札参加を予定してきた案件までも参加

する機会を失うことになるなど、今回の見直しは

企業の存続ができるかどうかにまで影響を与える

ことになるわけであります。こうした空白期間が

生じるような見直しは、その影響度合いを十分考

慮し、判断しなければならないと考えます。 

そこで質問ですが、見積期間の見直しについ
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ては一律で実施するのではなく、建築系の工種の

ように、一定の調査時間を要する入札案件につい

ては実情に合った取組を行うこととし、土木系の

事業については、企業が置かれている実態やその

影響、除雪体制などを踏まえて現行の見積期間と

すべきと考えますがいかがか、伺います。 

●中西管財部長  土木系の工事について、現行

の見積期間とすべきとの考え方についてお答えさ

せていただきます。 

今回の見直しは、建設業法等の改正にも対応

するものでございます。昨年12月に全面施行され

ました建設業法等の改正法は、受注者に対する不

当に低い請負代金による契約締結の禁止や、労務

費、材料費など通常必要と認められる経費を著し

く下回る見積りや、見積依頼の禁止などがその内

容となっております。また、国の中央建設業審議

会から勧告された労務費に関する基準は、技能者

の処遇改善により建設業を持続可能とするため、

発注者から再下請までの全ての取引段階における

請負契約において適正な労務費が確保されること

を目的としているところでございます。 

これらの取組を実効性のあるものとするため

には、再下請を含む全ての受注希望者における見

積り落とし等の問題が生じないための検討や請負

代金の額の計算など、契約締結に関する判断を適

切に行うことが可能となるよう、国からも必要か

つ十分な見積期間を確保することが求められてい

るところでございます。 

また、これらに関連する取組として、入札金

額の内訳の労務費が工事の施行に必要とされる金

額を満たしているかどうかを調査する労務費ダン

ピング調査について本市でも令和８年度中に開始

する予定であり、そのためにも必要かつ十分な入

札見積期間を確保する必要があると考えておりま

す。 

本市の見積期間は北海道や他の政令市と比べ

ても短いことを踏まえまして、今回の見直しにお

いては、建設業法施行令に規定されている原則的

な見積期間を、土日祝日等を除く、いわゆる営業

日ベースで確保できるようにするものであり、こ

のことは土木系、営繕系を問わず最低限必要な取

組であると認識しているところでありますので、

工種は問わずに実施したいと考えております。 

●ふじわら広昭委員  本件の再質問をいたしま

すけれども、先ほど質疑の中で部長は、この案件

についての事前の業界の説明はしていないという

ことでありましたけれども、今後もする必要がな

いのか、まず１点目にお伺いしたいと思います。 

２点目は、部長の答弁の中で法改正の中のこ

とが幾つか取り上げられておりました。その中で、

例えば法改正の中で、入札金額の内訳書、材料費、

労務費や法定福利の事業主負担額、建退共制度の

掛金、安全衛生経費を提出するものが求められて

いるわけでありますが、そうした趣旨を含めて答

弁されたと思うんですけども、では、この内訳書

を算出するにはどのくらいの日数がかかると判断

したのか、伺いたいと思います。 

また、関連質問でありますけれども、実態調

査を省略して入契法改正による適正な見積期間と

なるよう判断したという答弁の趣旨があったわけ

でありますけれども、建設業法施行令第６条で規

定する、最低限確保するべき見積期間にかかわら

ず、受注予定者において請負代金の額の計算を行

うことが可能となるようあらかじめ契約の内容と

なるべき重要な事項を提示し、適正な見積期間を

設けることと、これまでと同様の記載が法改正の

文書の中に示されているわけであり、今回の入契

法改正に伴う見積期間を延長する理由に私は全く

当たらないというふうに思うわけでありますけど

も、この点をどう考えるのか。 

また、部長は明確に言わなかったけれども、

この法改正の中では、国がいわゆる建設Ｇメンな

どを実行して、こうした見積書が適正なものかど

うか判断するというようなことが示されているわ

けでありまして、そうしたことをオブラートに包

んで答弁したんだというふうに思うわけでありま
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すけれども、これらの確認事項として、１点目に

は、この建設Ｇメンや許可行政庁の取扱いを基本

的にどのように考えているのか、伺います。 

２点目は、当初見積りと最終見積記載の労務

日単価の標準的な値と比べて著しく下回っている

場合と記載が国の法改正の中にあるわけでありま

すけども、これは、どの程度の金額に差が生じた

場合に違法性があるというようなことについて国

土交通省などに札幌市は確認しているのか伺いた

いと思いますし、最後３点目は、今回の見積延長

期間とすることは明らかに後づけの理由であって、

入契法の実施に伴うものであれば、まず基本的な

考え方、運用方法、確認方法、見積書の制度など

をまず検討することが重要であり、見積期間延長

のみ先行するものではないと考えるわけでありま

すけども、以上についてどのように考えているの

か、伺いたいと思います。 

●中西管財部長  まず業界団体の説明につきま

しては、今後も必要に応じて対応していく予定で

ございます。あと、入札見積内訳の積算について

ですが、明確な積算日数は存じておりませんが、

下請業者も含めると、少なくとも２週間、３週間

はかかるものと認識しております。 

●ふじわら広昭委員  Ｇメンとか、法改正の中

で見積期間を延長すべきだと、見直すべきだとは

法改正の中に１行も書かれていない、現行の従来

からある法律の文脈になっているわけであります

けども、これをどう理解するのかということを伺

ったわけでありますけども。 

●中西管財部長  失礼いたしました。 

必要な見積期間ということですので、札幌市

としては２週間から４週間ということで考えてご

ざいます。 

●ふじわら広昭委員  全く答弁になっていない

ですよね。それはなぜかというと、業界と事前の

説明をしてご意見を伺っていないから、そういう

考え方になるわけであります。うわさに聞くとこ

ろによると、某協会には３月11日頃にそちらのほ

うから説明に行くということでありますけども、

私は、それでは遅いということを市況連動型の取

扱いのところから言ってきたわけであります。制

度を提案するのはそちらでありますけれども、や

はり制度改正に伴って協力いただいている建設業

の皆さんと十分に意見交換して、そしてある程度

の合意点を見いだしたところで実施するのであれ

ば私はいいと思いますけれども、再びまたこれを

取り下げてほしいと、やめてほしいとの要望があ

れば、行政の責任としては免れないものがあると

私は思うわけでありますけども、この点について

どう思うか、改めて確認したいと思います。 

●中西管財部長  今後についても必要な検討は

していきたいと考えております。 

●ふじわら広昭委員  これ以上、この質問はし

ませんけれども、この関係についてはしませんけ

れども、全く業界の意見を聞いていないためにそ

うした紋切り型の答弁にしかならない、このこと

を強く指摘しておきたいというふうに思います。 

これまでも、財政局の入札契約などについて

は様々な見直しが行われてきたわけでありますけ

ども、私が今申し上げたような業界に影響を及ぼ

す内容については、札幌市が一方的に行うのでは

なく、各関連団体などに慎重かつ丁寧に説明する

とともに、課題などについても十分に協議してい

ただきたいと要望を申し上げてきたところであり

ます。 

しかしながら、これまでの財政局の入札など

の見直しにおいても、先ほど申し上げたように、

市況連動型失格判断基準を試行導入しましたけれ

ども、この際も通知を行っただけできちんと説明

がなされず企業に先行きの不安を感じさせました。

その後、業界からの中止要望が出されることによ

り、結果、３年間の試行でこの手法は終了となり

ました。 

私は、様々な提案や見直しを否定するもので

はありませんけども、やはり現場の声や企業の実

態を十分に把握して検討を行い、施策を行うべき
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だと思います。 

この案件について、副市長に除雪関連事業な

どについての意味合いから質問したいと思います。

今冬、札幌市には幾度となく大雪が直撃し、市内

の交通が麻痺状態となるなど、市民生活に大きな

影響が生じることになりました。市長は１月26日、

大雪時の対応方針で最高レベルのフェーズ３を指

示するとともに、今冬についてパートナーシップ

排雪を中止し、生活道路の排雪は札幌市が全域で

行うとしました。これらの除雪作業を担うのは、

言うまでもなく、夏冬を通して道路維持除雪業務

を担う土木経営企業、約200社であり、高齢化に

伴う人員の減少や企業経営の厳しい状況で設備投

資も難しい中、技術者や作業員、オペレーター、

機械、ダンプトラックなどを適切な時期にきちん

と確保されなければならず、今後も何よりも確実

な施工が可能となるよう、雪に強い除雪体制を構

築しなければならないものと考えております。こ

のためには、これらのしっかりとした見通しや担

保がなければ今後の安定した除雪体制を確保する

ことはできないわけであります。見直し期間が２

週間、延長が業界に与える影響は極めて大きいこ

とから、今回のような企業経営や必要な体制の確

保にも影響が及ぶような見直しを一方的に進めら

れるのであれば、企業は疲弊して除雪事業そのも

のへの参加を懸念し、撤退の措置を取る企業も現

れるのではないかと危惧しております。 

大事なことは、こうした実態を十分に把握し、

むしろ企業への影響に配慮し、いかに支援してい

くか、そして、将来にわたり除雪事業などに参加

していただくような施策を展開していくことが何

よりも必要であります。 

そこで副市長への質問ですが、札幌市の今回

の見積期間の延長の見直しについては一部の団体

から要望もあって判断されたかもしれませんが、

これまで申し上げてきましたように、今回の一律

に実施する見直しの影響は大きく、企業の存続、

さらには札幌市の除雪体制の安定確保の根幹を揺

るがす事柄でありますが改めて見直す考えはない

のか、伺いたいと思います。 

●加藤副市長  先ほどより管財部長が答弁して

おりますとおり、今回の見直しは、告示を前倒し

して、早めに告示をして行うものでございます。

入札以降のスケジュールは変更しないということ

でございますから、札幌市の除雪体制への影響は

ないものと認識してございます。 

 加えまして、今回の入札見積期間の見直しでご

ざいますけれども、働き方改革を推進いたしまし

て、建設業を今後も持続可能なものとするための

取組の一つでございます。 

 したがいまして、土木系、営繕系問わず必要な

取組であると認識してございますので、工種を問

わず併せて実施したいと考えているところでござ

います。 

●ふじわら広昭委員  極めて残念な答弁であり

ましたけれども、やはり業界の実態をしっかり受

け止めていないからそうした方向性になってしま

うということを強く指摘しておきたいというふう

に思います。 

次は、４項目めの、工事発注見通しの公表に

ついてです。 

最初の質問は、工事発注見通しの発信につい

てです。建設業者が、工事の発注計画や技術者の

配置計画のほか下請業者の選定などを検討する際

には、どのような工事が、いつどのような入札方

式で発注されるかという情報を事前に得ることが

極めて重要であります。 

 このため札幌市では、札幌市工事情報として、

２か月ごとの工事発注見通しについて毎年３月下

旬から翌年の１月下旬まで計６回公表しており、

その内容は工事名、施工場所、入札及び契約方法、

工期、入札時期、金額区分などであります。しか

し、この発注見通しに掲載されている工事情報は

次回の発注見通しまでの２か月間における入札予

定の工事に関する情報であるため、企業が受注計

画や技術者の配置計画を検討するに当たってより
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長期なスパンでの発注見通しが必要であると考え

ます。特に、発注が始まる時期、１月から３月の

11月から１月にかけて公表する発注見通しについ

ては、翌年度に予定されている多くの発注工事情

報が公表されれば、発注計画や技術者の配置計画、

さらに、人員や建設資材の確保などに関する検討

を行う上で極めて重要な情報となります。参考ま

でに、ほかの公共機関における翌年度工事に関す

る情報の公表状況について調べてみたところ、北

海道開発局の札幌開発建設部では、2024年12月と

2025年１月の発注見通しにおいて、2025年度新規

工事、早期発注分も含みますけれども、件数の約

６割に関する情報を公表しております。同様に、

北海道の札幌建設管理部においても、2024年12月

と2025年１月及び２月の発注見通しにおいて、25

年度新規工事の件数の約６割に関する情報を公表

しております。 

一方、札幌市においては、2025年度新規工事の

うち、2024年11月と2025年１月の発注見通しで公

表した割合は約2.5割であり、開発局の約６割、

北海道の４割に比べて極めて低い数値となってお

ります。技術者をはじめ、機材や人材などの確保

について厳しさを増しているために、年間で受注

計画や技術者の配置計画などを検討し整理してい

かなければ確保がままならない状況になっている

ため、業界からは、内容が変更となっても構わな

いのでもっと長期間の情報を公表してほしいとの

声が寄せられております。 

そこで、工事発注見通しの発信について２点

質問いたします。 

１点目は、工事発注見通しのうち、11月末公表

分及び１月末公表分においては、翌年度に発注す

る予定している工事についてなるべく多くの件数

を公表すべきと考えますがいかがか、伺います。 

２点目は、工事発注見通しについて、現行の

２か月ごとの発注見通しに加えて年間の発注見通

しについても公表すべきと考えますがいかがか、

伺いたいと思います。 

●中西管財部長  まず、翌年度に発注を予定し

ておる工事の公表についてお答えいたします。 

11月末及び１月末公表分については、当該年度

の補正予算に基づく早期発注分を含めて可能な限

りの案件を情報提供しているところであり、翌年

度に発注を予定している工事については新年度予

算案の公表後に公表することとしております。今

後もできるだけ多くの案件情報を公表できるよう

関係部局にも働きかけてまいりたいと考えており

ます。 

次に、現行の２か月ごとの発注見通しに加え

て年間の発注見通しを公表することについてでご

ざいます。 

発注見通しの公表については、例年３月末に

新年度の年間の予定を公表しているところでござ

います。令和８年度分の発注見通しについては、

試行的な取組として、例年の３月末の公表に加え

て３月上旬にも公表を予定しております。 

なお、国においては令和８年度から、現行の

２か月ごとの公表から３か月ごとの公表に変更す

るとの情報を得ておりますが、本市の発注見通し

については現行どおり２か月ごとの公表を維持す

る予定でございます。 

●ふじわら広昭委員  再質問いたしますけれど

も、これまで３月下旬に公表していたものを３月

上旬に公表するということは一定の評価ができる

わけでありますけども、この工事情報の公表の早

期化や長期化を図るためには、予算の関係や工事

費の積算精度など様々な課題があると思いますけ

れども、年間の発注見通しを早い段階で入手する

ことは、技術者をはじめ、機材や人材などの確保、

ひいては企業経営の安定化を図る上で重要な意味

を持つと考えられます。情報の確実性に多少の難

しさがあったとしても、年間の発注見通しを公表

した上で、その情報に変更、中止があった場合は、

２か月ごとの発注見通しの際に公表するのではな

く、変更、中止を決定した時点で速やかに随時公

表することで、業界にとって有効な情報発信にな
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ると考えます。この観点から、私が2023年の予算

特別委員会で質問したところ、当時の管財部長か

らは、一定の精度を持って示すためにはある程度

の期間が必要なこと、また、ほかの発注機関との

バランスや利便性を考慮すると、２か月ごとに公

表する現在の取扱いは妥当なものと考えていると

の答弁がありましたが、一方で、今後も開発局や

北海道の動向などを注視していくとの見解も示さ

れたわけであります。 

そこで、改めて質問いたしますけれども、年

間の発注見通しの公表に加え、発注見通しに変更、

中止があった場合は速やかに随時その修正内容を

公表すべきと考えますがいかがか、伺います。 

●中西管財部長  発注見通しの変更等の速やか

な公表についてお答えいたします。 

公表されている案件の情報に変更または中止

があった場合については、２か月ごとに行う情報

更新の際に修正を行っております。情報の更新に

は、工事担当部における更新作業に一定の期間を

要することから引き続き現在の更新頻度で行って

いきたいと考えておりますが、先ほどお答えした

試行的な取組も含めまして、適切な情報提供に努

めてまいりたいと考えております。 

●ふじわら広昭委員  ぜひ、発注見通しを３月

上旬に明らかにするのであれば、部長の答弁の中

にもありましたように、市長が１月下旬もしくは

２月下旬に札幌市全体の予算を公表する際に、１

年間の見通しとしてのやはり発注をこの時期に示

すべきであり、また、発注部局との調整もありま

すけれども、ぜひとも工事の中止や変更などは、

発注部局の中でもそんなに時間がかからないで分

かるわけでありますし、ホームページなどに掲載

する事務的な時間の問題だけだというふうに思い

ますので、ぜひともこうした取組が改善されるよ

うに強く求めておきたいと思います。 

最後は、５項目めの、工事完了から工事代金

の入金までの期間短縮についてです。 

最初の質問は、現在の支払期間の根拠につい

てです。発注者が受注者から工事代金の入金を受

ける種類としては、前払い金、中間前払い金、部

分払い、完成払いなどがあります。その中でも支

払額が大きいのは前払い金や完成払いであり、特

に完成払いの流れは、現場の工事が完了した後、

受注者が完了届を提出し、その後、工事管理室に

よる竣工検査が行われ、これに合格すれば受注者

から発注者への工事目的物の引渡し及び工事代金

の請求書を提出し、その後、残りの工事代金が入

金となります。また、受注元請企業は、関係する

下請企業や資材などを扱う企業へ工事の支払いを

行っており、資金が滞ることがないよう、月ごと

や工事終了後、速やかに支払いをしている状況に

あります。この支払いについては、札幌市建設工

事請負契約約款の、発注者は請求を受けた日から

40日以内に請負代金を支払わなければならないと

の規程に基づいて行われております。 

発注者と元請企業間における工事代金の支払

期日について調べてみますと、原則として契約書

における双方の合意で定められますけれども、建

設業法では最長でも50日以内に定められており、

契約書がない場合には20日以内に支払うことが必

要であるとされております。 

いずれにしても、下請業者などへの支払いを

遅らせない観点から、できる限り早い期間で支払

うことが重要とされております。 

そこで、札幌市建設工事請負契約約款におい

て、支払期日は請求から40日以内と定めておりま

すが、いつどのような根拠から決められたものな

のか、伺いたいと思います。 

●中西管財部長  現行の支払期日を定めた時期

とその根拠についてお答えいたします。 

札幌市建設工事請負契約約款に定める請負代

金の支払期限に関する規程につきましては、政府

契約の支払遅延防止法等に関する法律に基づくも

のであり、少なくとも昭和49年度から現在の40日

以内としているところでございます。 

●ふじわら広昭委員  再質問いたしますけれど
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も、工事代金の支払いについては、札幌市工事請

負契約に関する基本方針のほか、年末などの札幌

市からの通知文においても早期支払いに努めるよ

う記載があります。これは、下請業者などの資金

繰りに影響させないとの配慮から、できる限り早

期の支払いに努めることを促している通知である

と理解しておりますけれども、しかしながら業界

からは、現場の工事が完了してから工事完了届が

提出されて竣工検査を受けるまでの期間が長い場

合があるとか、工事代金の請求を提出してから入

金されるまでの期間が40日近くなっている場合も

多いとの声が寄せられております。建設業を取り

巻く環境については、先ほども申し上げたような

状況で、大変苦慮しているわけであります。 

そこで質問ですが、厳しい経営環境の中で、

資金繰りを含め課題を抱えている多くの受注者の

負担軽減を図るとともに、下請業者保護の観点か

ら、契約約款における工事代金の請求から入金ま

での40日以内の規程について短縮を図るよう見直

すべきと考えますがいかがか、伺います。 

●中西管財部長  請求から支払いまでの40日以

内の期間の短縮についてお答えいたします。 

請負代金の支払いについては、請求書受理後

に各関係部局で行う支払い手続に一定の期間を要

しておりまして、公金の支払い、支出事務を適正

に行う必要があることから、期間の短縮を行うこ

とは困難であると考えております。 

●ふじわら広昭委員  要望を申し上げて質問を

終わりますけれども、私も国土交通省に、この40

日の支払いを、それぞれの自治体で35日もしくは

30日という変更ができないのか見解を求めており

ます。まだ国土交通省の見解が来ておりません。

しかし、実際に札幌市の会計室では40日以内に支

払う努力をされているわけであります。中でも35

日とか、あるいは、早いものでは30日前後で払っ

ているものもあるかと思います。一番の問題は、

発注部局での最終決裁に時間がかかっているとこ

ろにも大きな問題がありますので、ぜひとも、国

土交通省の見解がどう出てくるかはまた次回の議

会に取り上げたいと思いますけれども、当面でき

るのは、やはり発注部局が速やかに決裁を行って

支払いを会計室に求めるような取組をしていくこ

とが私は極めて重要だというふうに思うわけであ

ります。 

こうした建設業界、建設業者を取り巻く環境

は厳しさを増しておりますので、できるだけ速や

かに工事代金を支払うことは非常に重要でありま

す。先ほども少し触れましたけれども、これは単

に支払い事務にとどまらず、現場の工事が完了し

てから竣工検査を受けるまで長い期間が置かれて

いる場合もあるというように発注部局の問題もあ

ると聞いております。こうしたことが重なります

と、企業が想定していた完了日よりも延びること

になり、結果、最後の支払い、約40％前後だと思

いますけれども、完成払いの影響が生じ、下請な

ど関連企業への資金繰りなどのために融資などを

金融機関から受けなければならないケースが多々

あると聞いております。当然、金利なども発生し

ますので、企業が工事で得た利益の低下を招かな

いよう、支払いなどの時間短縮を含め、契約部局、

発注部局、支払い部局が一体となり改善が図られ

るよう取り組むことを強く要望して、質問を終わ

りたいと思います。 

●成田祐樹委員  私からは、本市の財政と公共

施設マネジメント計画について、関連して幾つか

質問したいと思います。 

これまで、政令市の中でも３番目から４番目

に財政状況がよいと言われていた札幌市ですが、

近年では、財政状況が苦しくなってきたという言

葉を本市理事者側からよく耳にするようになった

と感じております。その理由として考えられるの

は、人件費や光熱費、物価の上昇といった影響も

あるかとは思っておりますが、何よりも建築単価

の上昇が大きく影響を及ぼしているのではないか

と考えているところです。 

特に、札幌市において他市と大きく違う点と
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いうのは、約50年前頃に急速にまちが広がったと

いう特殊な事情でもあり、その当時、一斉に建て

られた公共施設の更新が一気に始まることによっ

て、その負担がこれまで立ててきた各種計画での

想定よりも大きくなっているのではないかと考え

ているところです。 

公マネ計画において、一般会計における事業

費の見込みとして、2028年から2037年の間は事業

費のピークを迎えるところでもあり、2028年から

の５年間は１兆1,613億円、33年からの５年間も

ほぼ同様で、１兆1,454億円と試算されておりま

した。この改定があったのは２年前の令和６年度

ですが、そこからさらなる変化によって起こって

いる建築単価の上昇及び長期金利の上昇を考える

と、計画どおりの事業費で乗り切れるとは考えに

くいのではと思うところです。 

ここでお伺いしますが、昨今の建築単価や金

利の上昇を加味すると、2028年から37年の事業費

試算はどのように変わると考えているか。 

また、それによる市財政への影響をどのよう

に考えているのか、見解をお聞かせください。 

●白石財政部長  昨今の建築単価や金利の上昇

を踏まえた札幌市財政の影響というお尋ねがござ

いました。お答えさせていただきます。 

委員がただいまご指摘の事業費につきまして

は、公共施設等を全て法定耐用年数の経過後に同

じ規模で立て替えた場合の、いわゆる自然体の推

計でございますが、長寿命化や複合化施設総量の

適正化の取組を実施した場合の事業費につきまし

ては、2023年度の建築単価で試算したところ、

2028年から５年間で6,781億円と推計し、こちら

を公共施設マネジメント計画においてお示しして

いるところでございます。 

また、先月１月に公表いたしました札幌市の

今後10年間の財政推計では、一部の事業を除いて、

事業実施の是非や時期、または費用が未定ではご

ざいますが、2026年度の建築単価により試算して、

2028年から５年間で9,514億円と推計したところ

でございます。 

これは、公共施設マネジメント計画でお示し

した推計値よりも 2,700 億円程度悪化しておりま

して、今後の財政運営に悪影響を及ぼしますこと

から、さらなる取組によって市有施設の総量を抑

制して財源を集中するなど、公共施設マネジメン

トを推し進めてまいる考えであります。 

●成田祐樹委員  この先 2,700 億円悪化という

ことで、まずそもそもは、文字の中で自然体とい

う話がありましたけど、市全体ではなくて、自然

に体と書いて自然体と、そのまんまの状況だった

ら１兆 1,600 億円ぐらいだったけれど、それを総

量抑制したら 6,800 億円ぐらいだった。でも、さ

らに今、見直しをかけたら 9,500 億円になったと、

大体 1.4倍ぐらいですね。そのぐらい、かなり大

きな変化で負担が出ていると。見直したにもかか

わらず、さらにまた重たい、建築単価の上昇と金

利等々を含めた状況になってきたということで、

かなりこれ、ピークを避けるために事業をならす

ような計画を立てたと思うんですけれど、それで

もやはり大きく上振れしてしまったということだ

と思うんです。正直、ここまで状況変化が起きて

しまうと、将来的には計画していた以上に更新が

かかってしまう施設、もしくは更新を諦めて統廃

合をする施設というものが札幌にも複数出てくる

というふうに思っております。それ自体は、人口

減少の折、やむを得ないと思っておりますが、一

方で、どの公共施設を更新する必要性が高くなる

のか、優先順位をつけていく必要があると考えて

おります。戦略なき撤退は、まちを衰退させるこ

とにつながりかねません。本市の計画においては、

更新の優先順位等についての記載はあまりなく、

その点については明確ではないなと受け止めてお

ります。なので、建物が古くて耐用年数を超過し

ていても何とか使えるものもあれば、建物の状況

によっては大きく影響が出てくる建物もあると思

われます。いわゆる我慢して使っていける建物と、

そうではない建物があると思っているところです。 
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ここでお伺いしますが、今後、限られた財源

の中で更新を優先していくのはどのような施設か

らになるのか、市の見解をお聞かせ願いたいと思

います。 

●白石財政部長  限られた財源の中で更新をど

のように優先していくのかというようなお尋ねで

ございました。 

今後の厳しい財政状況を踏まえますと、コス

ト低減につながる施設の長寿命化、複合化などの

取組を一層進めることに加えまして、真に行政が

担い続けるべき施設の役割や規模を検討して、限

られた財源を集中することを重点方針として取組

を進めていく必要があると認識してございます。 

具体的には、民間事業者の参入や類似施設の

整備などによって設置意義が薄れてきたものです

とか、利用者の減少などによって費用対効果が低

下したものなどにつきましては、廃止、停止も含

めた見直しの検討を行って、真に行政が維持すべ

き施設に財源を集中して、施設の建築年数や老朽

化度合いなども考慮いたしまして、着実に更新を

進めていく考えでございます。 

●成田祐樹委員  今お答えいただいたように、

民間でも建設できるもの、そうではないものとい

ったように、いろいろと分かれていくとは思うん

ですね。そのような中で、今後大きな事業として

は、市役所、市立病院、ＭＩＣＥ施設と、これら

に関しては確実に総事業費が 500億円を超えるも

の、これが三つあるというふうに思っております。 

その中で、市役所建て替えは当然、民間に市

役所を託すということにはなりませんから、市が

建て替える、もしくは大きなものを建ててそれを

借りるという方法もあるかもしれませんけれど、

いずれにせよ、市役所が主体にならなければなら

ない。市立病院も、現状は民間に移譲するという

状況ではありませんから、これも市が建て替える。

ＭＩＣＥは、すみません、どっちでもできるのか

なと思っています。 

そのような状況の中で、大きな金額になる建

物の建て替えについて、方向性がはっきりしてい

ないのではないかなと受け止めているところです。 

 特にこの公マネ計画については、市立病院に関

する記載がほとんどないんです。同じ地方公営企

業で水道はありますが、市立病院に触れられてい

るところがほぼないのが私的には少し引っかかる

わけです。 

 市立札幌病院は1995年に竣工し、今は築31年と

なりました。公立病院の法定耐用年数が39年なの

を考えると、あと８年。これは長いようで、かな

り短いと受け止めております。病院の計画を考え

て、基本設計、実施設計、竣工まで、最低でも四、

五年近くはかかると思っております。しかも、現

状で考えられる600床で建て替えるとして、１床

当たり１億円、600億円かかるとちょっと前まで

言われていたのが、最近だと600床でも1,000億円

近くなるという試算を、総務省公立病院の経営に

関わる委員をされている城西大学の伊関教授がつ

い先月、話をされておりました。少なくとも札幌

市の公共施設においては、ここ近年で最も高額な

建て替え事案になることには間違いないと思って

いるんです。であるからこそ、札幌市の公共施設

の中での優先順位を含めて議論していかなければ

ならないと思っているわけでございます。そして、

この市立病院というのが他の公共施設と大きく違

うのは、病院経営というのがセットになっており、

病院の経営は病院の建物の形状などによって診療

報酬が変わるので、大きく収支に影響が出ます。

例えば市立札幌病院のケースでいうと、総合母子

周産期医療センターとしての環境が十分に整って

いないことで、小児科の診療報酬では一番高い加

算が取れていなかったりします。他の公共施設と

違い、改定が常にある診療報酬という生ものを常

時相手にしなければならないわけですから、時代

に合った病院を適切なタイミングで建て替えなけ

れば、多額の赤字が生じて市財政本体からの繰り

出しが生じるということになりかねませんし、全

国でも多数、そういう事例が出ています。つい先
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週には、市立室蘭病院が閉院と統合を打ち出しま

した。500名近い職員が免職になるという、かな

りショッキングというか、衝撃が強い形での製鉄

室蘭病院との統合になりそうですが、将来の方向

性を見通せない病院を所持し続けていると、この

ようなことも十分に起こり得ると思っております。

市立室蘭病院で年間26億円ぐらい一般会計から繰

り出しをしていた。これ、病院って結構、規模に

よってはその額が大きくなりますし、市立札幌だ

と、少し経営が悪くなってそのままドクターがい

なくなってなんて話になってくると、年間、本当

30億から50億、特別交付税の基準外の繰り出しを

除いても、年間でそのぐらいの金額は入ってもお

かしくない。そのぐらいまで状況が悪化すること

が考えられます。そういったことを考えると、単

純にこれ、病院は維持していけば同じだけの何か

収支でいくというものではなくて、悪化するとい

うことは十分考えられるんですね。また、ほかの

市の公マネ計画を見ますと、公共施設が生み出す

経済性についても触れられているところも見受け

られており、収入等の状況に応じて建て替えの検

討をするなど、計画に関与する項目の一つとして

挙げられているところもあります。このように考

えると、計画上、市立病院の立ち位置が不明瞭な

のは少し疑問が残るところです。 

 ここでお伺いしますが、公マネ計画上において

市立病院に関してはどのように考えているのか、

見解をお聞かせ願いたいと思います。 

●白石財政部長  公共施設マネジメント計画に

おきまして、市立病院に関してはどのように考え

ているのかというようなお尋ねでございましたが、

公共施設マネジメント計画におきましては、市立

札幌病院についても他の施設と同様に、例えば長

寿命化を図るなど、費用総額の縮減、平準化を目

指して、維持管理、修繕、更新等については計画

的に実施し、施設の更新に当たっては、複合化や

合築について検討するなどの基本方針に沿って管

理すべきものと定めておりますが、その内容、具

体的な内容につきましては、個別計画で定めてい

るところでございます。 

 個別計画といたしましては、現在策定中の市立

札幌病院中期経営計画2025（案）におきまして、

まず市立札幌病院の担うべき役割を踏まえて、機

能強化の方向性、病院再整備手法について検討す

る。次に、再整備の実施時期については、診療報

酬の動向や当院の経営改善の進捗状況、今後の物

価高騰の影響なども踏まえて判断するとされてお

りまして、病院局において引き続き検討されるも

のと認識しております。 

●成田祐樹委員  最後、要望というか、話にな

ってしまいますけれど、今お答えいただいたよう

に、病院局のほうで考えるという答弁だったと思

います。 

 原則、地方公営企業は独立採算ですから、そこ

で何とかしてくれという話だと思いますが、一方、

実際のところ実態は、やはり本庁の財政局がゴー

サインを出さなければ、なかなか病院って、これ、

建て替えって進まないんです。私も１回、公立病

院の建て替え、統合、建て替えを経験しましたけ

れど、本庁側がやはりゴーサインを出さずして病

院側だけで判断するというふうには、今までやっ

ているところはほとんどないわけですよ。実際の

ところ、今お答えいただいたように病院局が計画

を出して、こういうふうにやってほしいと言った

ときに、財政局はそれをちゃんと飲んでくれるの

かと、そういうところで非常に疑問に思うわけで

す。これは、全国どこの自治体でも起こっている

んですけれど、公立病院の経営がよくならなけれ

ば建て替えのほうは少し考えなさいというふうに

やっているんですけれど、結局そのまま建て替え

せずにそのタイミングを逃してしまって、どんど

んどんどん将来の見通しが立たなくなって閉院に

追い込まれる、もしくは財政悪化に追い込まれる。

そういう公立病院ばかり今、出てきているわけな

んですよ。ですので、やはり建て替えのタイミン

グというのもあると思いますし、先ほど複合化と
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いう答弁等もありましたけれど、総務省がちゃん

と集約化についてしっかりとこれはもう提案して

いるわけですから、札幌市だけに限らず、他の機

関、道庁だと思いますけれど、そういうのも巻き

込んで集約化を図っていく。ちゃんとその建て替

えのタイミングを見ていくということを私はやっ

てほしいというふうに思っております。 

 何度も今まで議会で道庁、私はコドモックルだ

と思っていますけれど、統合した場合の国の財政

措置が40％取れる。逆に言ってしまうと、1,000

億円の建物を建てて、市立病院でこれはペイでき

ないですよ。本当に多分、財政措置をフルに使わ

ないと、建てたところでずっと赤字を垂れ流しと

いう状況になるわけです。そういったところも含

めて、集約するにもタイミングがありますから、

市立札幌病院単体ではできない話ですから、しっ

かりそこは道庁等、他の機関と集約を考える。複

合化と言っているのであれば、ちゃんとそういう

ことを考える。それをしっかりやっていただきた

いということ、そして1,000億円、国の財政措置

が入れば40％来て600億が市の持ち出し、これで

道庁と、あと３分の２と３分の１で案分すれば

400億円まで下がると私は思っていますよ。案分

の比率はどうなるか分からないですけれど、その

ぐらいして市の負担、持ち出しを少なくしなけれ

ば、今の公マネ計画を含めても非常に苦しい状況

ですから、私はぜひそういうふうに考えていただ

くということもありますし、またこのＭＩＣＥの

計画が入ってきたことで、これは公マネ計画と違

うところから入ってきているわけですから、そう

いったところで負担、ＭＩＣＥは600億円超です

か、市立病院は頑張れば400億まで下がる。どっ

ちを先にするかということを、しっかりと私は市

民に明示していただくことを強く求めて質問を終

わります。 

●かんの太一委員長  以上で、歳入のうち、一

般財源等の質疑を終了いたします。 

 次に、第１款 議会費 第１項 議会費の質疑

を行いますが、通告がございませんので、質疑を

終了いたします。 

 次に、第２款 総務費 第４項 選挙費の質疑

を行います。 

●中村たけし委員  私からは、選挙執行におけ

る諸課題について３項目、質問をさせていただき

ます。 

 一つは、先月２月８日に行われました第51回衆

議院議員選挙について、２項目めは、期日前投票

について、そして三つ目が、公営掲示板の設置に

ついてお伺いしたいと思います。 

 まずは第51回衆議院議員選挙についてですが、

まず最初に、本当に第51回衆議院議員選挙、大変

難しい状況で執行された選挙ですけれど、本当に

お疲れさまでございました。三宅由美選挙管理委

員長をはじめ、選挙管理委員の皆さん、そして選

挙管理委員会事務局の皆さん、そして準備に応援

に行かれた市の職員の皆さん、そしてＯＢ・ＯＧ

の皆さん、本当に大変なご苦労の中でこの衆議院

選挙をやり切ったということで、本当に心から敬

意を表したいと思います。本当にお疲れさまでご

ざいました。 

 ２月８日に行われました第51回衆議院総選挙で

すけれど、国政選挙としましては36年ぶりとなる

真冬の執行となりました。このような時期に選挙

が行われることについて、雪の多い地域の有権者

からは、なぜこの時期に行うのか、北国の冬を分

かっていないといった疑問や不満の声が上がって

いるということは報道で目にしました。 

 札幌市においても、選挙公示の２日前である１

月25日、大雪警報が発令されて24時間の降雪量が

54センチと、１月としては統計史上最も多い量と

なったということについては記憶に新しいところ

であります。私も、こんな中、万全の態勢で選挙

が行われるんだろうかということを危惧していた

１人でございます。 

 また、今回の選挙は、厳冬期ということだけで

はなく、１月23日召集の通常国会冒頭に解散して
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２月８日が投票日となり、その期間が16日間とい

うことで、戦後最短でありました。衆議院の解散

が総理の専権事項だという言説がありますけれど、

これは必ずしも所与のものではありません。多く

の憲法学者、そして専門家、有識者の方々がこの

ことに対して疑義を呈しております。その是非に

ついて、ここで議論する場ではありませんから議

論はしませんけれど、世論調査でも示されている

とおり、多くの一般の方々が疑問に思っておりま

す。 

 それで、個人的には司法にその判断を委ねたい

という思いがありますけれど、これはいわゆる統

治行為論というもので、司法が判断することをし

ていないというのが実態です。 

 統治行為論というのは耳慣れない、聞き慣れな

い言葉ですけれど、これは簡単に言うと、国家統

治の基本に関する高度な政治性を有する国家の行

為については司法が判断しないというものであり

ますけれど、まさにこれは司法の役割放棄、責任

逃れと言わざるを得ない残念な状況にあると私は

思っております。 

 とは言いながら、この衆議院議員選挙が行われ

たというのは事実でありますし、結果も出ている

ので、それを踏まえまして、選挙の執行に当たっ

ては、選挙当日の投開票に係る事務だけではなく

て、公営ポスター掲示場の設置や選挙人名簿の整

備、従事者の確保など、ただでさえ準備に係る事

務が膨大である中、今回は極めて限られた時間で

それを行わなければならず、各自治体の逼迫した

様子が連日報道で伝えられたとおりでございます。 

 そこで質問ですが、札幌市では、このたびの衆

議院議員選挙の執行に当たって、降雪期であった

ことや準備期間が短かったことによってどのよう

な影響があったのか、伺います。 

●深井選挙管理委員会事務局長  今回の衆議院

選挙におきまして、降雪期や短期間であったこと

の影響についてお答えいたします。 

 まず降雪期の影響といたしまして、ポスター掲

示場について、除雪を必要とする設置作業に時間

を要することなどから、昨年の参議院選挙の

2,212か所から６割以上減らし、763か所としたと

ころでございます。また、ただいま申し上げまし

たポスター掲示場の設置場所の除雪に加えまして、

投票所周辺の除雪の経費として、合わせて１億

5,000万ほどの経費を要したところでございます。 

 次に、準備期間が短かったことによる影響とい

たしまして、昨年の参議院選挙の際には期日前投

票初日に間に合うように発送した投票所案内はが

きが、今回は最長で公示日の３日後に到着となる

などの影響があったところでございます。 

●中村たけし委員  本来であれば2,212か所の

ポスター掲示がされるはずであったところが763

か所ということで、本当に大幅減というのが実情

だったわけであります。合わせて１億5,000万円

ほど余分にかかっている。先般の選挙自体、札幌

市では約10億円のお金がかかったわけであります

けれど、多くの市民の皆さんが疑問に思っていま

す。 

 期日前投票初日に間に合うように発送していた

投票所案内はがきも公示の３日後に到着になると

いう、本当に厳しい中で皆さん努力された中なん

ですけれど、いろいろ制約があった。この間、報

道で伝えられている街角インタビューなどでは、

もう本当に選挙が行われているというのを知らな

かった。公営掲示板がなければ分からない。選挙

カーも幹線道路しか走らなければ、そういう生活

道路のようなところには入ってこない。そういっ

たことで、今、新聞も取っていない、テレビも家

にない、スマホで済ませているという方も多くい

らっしゃいますから、そういうことで、そういう

方の判断も大きくゆがめられたような選挙だった

というふうに思います。これは終わってしまった

ことですから、今回のやり方についても検証をさ

れることがあると思いますけれど、こういったこ

とを教訓にして、これからいつ行われるか分から

ない、そういう衆議院議員の解散選挙には備えて
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いかなければいけないなというふうには思うとこ

ろでございます。 

 次に、２項目め、期日前投票についてというこ

とでありますけれど、期日前投票は、選挙当日に

投票所に行けない有権者にとって選挙権を行使す

る貴重な機会でございます。今や札幌市の投票者

数全体に占める割合は３割を超えているという状

況にあります。札幌市では、従前から全区に２か

所の期日前投票所を設けていますが、今回の衆議

院議員選挙では各区においてこれまでにない混雑

が発生したというふうに聞いております。 

 今回の混雑は、降雪期であることから、有権者

に早めに投票を済ませようという意識が働いたこ

とが一つの大きな要因だったと考えられますが、

期日前投票者数が増加傾向にある中、今回の混雑

を降雪期特有の事例と捉えず、さらなる投票環境

の向上が必要であるというふうに考えます。 

 そこで質問ですけれど、現在、各区２か所の期

日前投票所を今後さらに増設する考えはないのか、

伺います。 

●深井選挙管理委員会事務局長  期日前投票所

の増設についてお答えいたします。 

 期日前投票所は、様々な事例に即時に対応でき

るように、他部局の協力を得ながら選挙事務に精

通した職員を配置しておりまして、増設につきま

しては、その人員の確保が大きな課題となるもの

でございます。また、その投票所も区内にバラン

スよく配置する必要があるほか、選挙ごとに変わ

ることがないよう継続的に使用できることに加え

まして、また十分な広さも必要でありまして、こ

れらの条件を満たす施設の確保も求められるとこ

ろでございます。 

 我々といたしましても、期日前投票所の増設が

投票環境の向上につながるものと考えますが、

様々な課題があるものと認識しているところでご

ざいます。 

●中村たけし委員  人の確保であったり場所の

確保、期日前投票所の増設のハードルが高いとい

うことについては私も理解しております。 

 そこで、次善の策として、第２期日前投票所の

開設期間の延長についてお聞きします。 

 現在、各区２か所の期日前投票所のうち、区役

所や区民センターに設置される第１期日前投票所

は、公示や告示の翌日から開設していますが、地

区センターなどに設置される第２期日前投票所は

投票日前の３日間のみの開設となっております。

この第２期日前投票所の開設期間を延長していた

だくことも混雑緩和の有効な手段であると考えま

す。 

 そこで質問しますが、第２期日前投票所の開設

期間を延長する考えはないのか、伺います。 

●深井選挙管理委員会事務局長  第２期日前投

票所の開設期間の延長についてお答えいたします。 

 先ほども述べましたとおり、第２期日前投票所

には、他部局のご協力を得ながら選挙事務に精通

した職員を配置する必要がございまして、開設期

間を延長するためには、その期間に応じた職員を

確保しなければならず、慎重な検討が必要と考え

るところでございます。 

 今後の期日前投票所の在り方につきましては、

投票者数の推移を見極めつつ、他都市の状況など

も参考にしながら、期日前投票所の運営方法につ

いて研究してまいりたいと考えております。 

●中村たけし委員  こちらについても、人の確

保が難しいということでした。実務に精通した職

員を確保しなければその運営が難しいというのは

そのとおりでございますし、なかなか難しいとい

う状況があるということについては理解します。 

 しかしながら、今、事務局長からもお話があり

ましたけれど、他都市では、もう少し場所があっ

たり期日も長かったりしているところもあります

から、他都市の状況なども踏まえながら参考にし

て、この期日前投票所の運営というものについて

充実させることに努めていただきたいと思います。 

 先ほども申し上げましたが、投票者の今や３割

ということでありますから、この期日前投票も、
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投票日よりも前に済ませておきたいというのが多

くの皆さんが考えていることなので、これの充実

についてはしっかり取り組んでいただきたいとい

うことを要望したいと思います。 

 最後に、ポスター掲示場の設置場所についてお

伺いします。 

 公職選挙法に定められている各種の選挙公営制

度は、お金のかからない選挙のため、また、候補

者間の選挙運動の機会均等を図るために採用され

ている制度となっております。そのうち公営ポス

ター掲示場へのポスターの掲出は、候補者にとっ

て重要な選挙運動の一つであるとともに、有権者

にとっても、候補者の顔や名前を知る有効な手段

であると認識しています。 

 そのような認識の下に、私はかねてから、公営

掲示場の設置場所は、より多くの有権者の目に触

れるような場所に設置すべきであると考えていま

した。令和４年、2022年の第１回定例会の予算特

別委員会においても、我が会派のたけのうち委員

のほうから、ポスター掲示場を、多くの買物客が

集まる大型スーパーや交通結節点となる駅など、

より多くの人が集まる場所に設置すべきというふ

うに質問しております。その質問に対して、選挙

管理委員会のほうから、配置バランスに留意しつ

つ、効果的な設置に努めるという答弁がありまし

た。 

 そこで質問しますが、2022年第１回定例市議会

以降、選挙管理委員会では公営ポスターの掲示場

の設置場所についてどのような検討を進めてきた

のか、伺います。 

●深井選挙管理委員会事務局長  ポスター掲示

場の設置場所についてお答えいたします。 

 ポスター掲示場は、多くの有権者の目に留まる

ことや、投票区ごとに配置バランス等を考慮しな

がら、公園や公共施設をはじめ、商業施設、地下

鉄やＪＲ駅敷地等に設置しているところでござい

ます。掲示板の移転が必要になった際も、商業施

設など、できるだけ人目に付きやすい設置場所を

検討することとしております。その選定に当たり

ましては、幅にして10メートル以上必要であるこ

とに加えまして、強風でも倒壊しないようにしっ

かりと固定できることや、歩行者や車の通行の妨

げにならない場所であることなど、安全への配慮

も必要であります。今後もこれらの要件を踏まえ

つつ、ポスター掲示場の効果的な設置場所の在り

方について検討を重ねてまいりたいと考えており

ます。 

●中村たけし委員  これについての難しさにつ

いても理解はいたします。 

 いろいろ難しいことがあるんですけれど、それ

についてもやはりしっかりと検討していただいて、

投票率を向上させるということが大きな意義ある

ことでありますから、今、投票率が下がっている

状況が言われています。投票率を上げるために、

有権者が判断しやすい環境を整えていくというこ

とも重要ですし、また、先ほどの期日前投票の話

もそうですけれど、有権者が投票しやすい環境を

整えていくということも、選挙管理委員会として

やっていかなければいけないことだと考えており

ますので、難しさがあるということは理解しつつ

も、これからもしっかりとこの点について取り組

んでいただきたいということを要望して、質問を

終わります。 

●山田一郎委員  私からも、選挙執行における

投票環境、そしてポスター掲示場の在り方につい

て質問いたします。 

 先ほどの質問でもありましたが、今回の衆議院

選挙ですが、短い期間での解散総選挙となったこ

とに加えまして、本市では記録的な大雪とも重な

り、非常に、確かに厳しい環境の中での選挙執行

であったと受け止めております。特に期日前投票

については、多くの市民の方が来場されたことで、

長時間待たされたという声や、かなり混雑してい

たという声も私の下に寄せられております。 

 先ほど、中村委員の答弁では、期日前投票所の

増設、これには様々な課題があると、また、第２
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期日前投票所の期間延長については慎重な検討が

必要と、このような答弁でありました。今回のよ

うに投票者が集中した場合、現場状況に応じて臨

機応変な対応、こういったものを行うことが、混

雑解消及び投票機会確保の観点で重要であると考

えます。 

 そこで伺いますが、今後、投票所における混雑

解消に向けて柔軟な運営体制、これをどのように

図っていく考えか、選挙管理委員会の見解を伺い

ます。 

●深井選挙管理委員会事務局長  期日前投票所

の混雑解消についてお答えいたします。 

 今回の混雑につきましては、投票所案内はがき

の到達が遅くなったことや、法の規定により国民

審査の期日前投票開始日が衆議院選挙の５日後で

あったこと、また、投票日当日の悪天候が予想さ

れていたことなどの要因であったと考えておりま

す。 

 また、日没が早いため、比較的気温の高い日中

に来場者が集中したことなど、複合的な要因も考

えられるところでございます。 

 今回のこのような事象を踏まえまして、今後、

来場者が分散するよう、混雑が予想される時間帯

を周知するとともに、状況に応じた受付体制の拡

充を図るなど、柔軟な対応を図ってまいりたいと

考えております。 

●山田一郎委員  今、状況に応じた受入態勢の

拡充を図るという答弁でございました。 

 確かに、今、中村委員からもありましたが、期

日前投票というのは年々増えてきておりまして、

これからも増えてくると思います。今、確かに、

この期日前投票所を増やしたりですとか、第２投

票所の投票期間を延ばすというのも良かったと思

うんですけれども、今なかなか難しい状況であれ

ば、じゃあ今混雑しているところをどうするか。

例えば投票所におけるパソコンであったり受付の

人数、１人増やしても10区10人10台の話ではある

んですけれども、こういったところでの混雑解消

というのも進めていただきたいなと思います。 

 次に、選挙ポスターの掲示場の設置数の考え方

について伺います。 

 選挙ポスター掲示場は、有権者へ候補者情報を

周知する手段として長年設置されてきましたが、

その設置、維持管理、撤去に至るまで、これは相

当の経費と人的負担を要しているものと認識して

おります。 

 先ほど、今回の衆議院総選挙では大雪の影響を

踏まえポスター掲示場の設置数を従来の2,212か

所から763か所へ大幅に縮減して実施されたとお

伺いしましたが、まず、ポスター掲示場の設置数

についてどのような考え方や基準に基づき決定し

ているのか、お示しください。 

●深井選挙管理委員会事務局長  ポスター掲示

場の設置数の考え方や基準についてお答えいたし

ます。 

 ポスター掲示場の設置数の基準は、公職選挙法

施行令におきまして、投票区ごとの選挙人名簿登

録者数と面積に応じて規定されているところでご

ざいます。この基準に加えまして、特別の事情が

ある場合には、都道府県の選挙管理委員会と協議

の上、設置数を減らすことができると公職選挙法

に定められておりまして、札幌市では、人口密度

の高い投票区などについては設置数を減少させ、

昨年の参議院選挙の際は 2,212 か所としたところ

でございます。 

 また、今回の衆議院選挙におきましては、降雪

期という事情によりまして、北海道選挙管理委員

会と協議の上、設置数を減少し、最終的に763か

所としたところでございます。 

●山田一郎委員  設置数を減少させてきている

ということで、前聞いたところでは2,396か所だ

ったのかなというところ、それが今回参議院では

2,212、それで今回では763か所というような形で、

本当に大幅に削減されたという形でございます。 

 ただ、何度もいろいろ出ています、この冬の選

挙、本当に大変だったという方、ポスターも本当
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に少なかったということもあるんですけれども、

ポスター掲示板は減少されましたが、投票率、こ

れは前回の 55.07％から 55.81％、これは微増し

ていまして、さらに、小選挙区における投票者数

についても１万 2,447 人、これは増加している状

況であります。つまりこれ、掲示板数が縮減した

としても、有権者の投票行動、これに大きな影響

を及ぼさなかった可能性を示す一つの結果でもあ

りますし、本当にこの大雪の中で逆に投票率が上

がったというような、微増ではありますけれども、

ですので、今回選挙というのは、掲示板もいろい

ろありますけれども、そのときの国民の興味、そ

ういった部分も本当に大きく出ているのかなと思

います。 

 また、加えて、近年はやはりＳＮＳ、またイン

ターネットの普及によって有権者が候補者情報を

主体的に取得する環境が整ってきており、ポスタ

ー掲示板を担ってきた役割そのものも、これは変

化していると考えます。 

 また、選挙を実施する以上一定の公費が必要と

なり、選挙のたびに、これはもうコストの議論が

出てくるというのも現実でございます。ずっと、

今までも財政局で、本市財政がますます厳しいで

すよと言っている中で、選挙執行に係る経費につ

いても、またこれは不断の見直しを行って、効率

的かつ合理的な執行を図る視点も重要ではないか

と考えます。 

 そこで伺いますが、掲示場の設置数縮減が一定

程度可能であることが今回示されたことを踏まえ

て、今後は経費削減の観点も含め掲示場数の見直

しを進めていくことが望ましいと考えますが、選

挙管理委員会としての考えをお伺いいたします。 

●深井選挙管理委員会事務局長  ポスター掲示

場の設置数の見直しについてお答えいたします。 

 ポスター掲示場は、選挙運動の一つとして利用

するものであることはもちろんのこと、選挙管理

委員会としても、有権者に選挙の執行を広く知ら

せる役割があるものと認識しております。 

 一方で、近年の人件費の上昇ですとか資材高騰

による設置費用の増加が課題となっておりますほ

か、設置を請け負う事業者の人員不足も深刻化し

ているところでございます。 

 委員ご指摘のとおり、今回の衆議院選挙におき

まして投票率の減少は見られなかったところでは

ございますが、今後様々な観点からポスター掲示

場の在り方について検討してまいりたいと考えて

おります。 

●山田一郎委員  様々な観点からポスター掲示

の在り方を検討していきたいということでありま

した。 

 本当に、先ほどもありましたが、財政局の質疑

でも、るる、本当に厳しい状況というのは議論さ

れていたところでありますので、今後やはり省力

化ですとかＩＣＴ化、このような視点も行政運営

全体の大きなテーマになっていくものと感じてお

ります。 

 選挙管理委員会におかれましては、今回得られ

た経験、なかなか冬の選挙という経験はなかった

と思います。本当に大変な選挙ではあったんです

けれども、これはしっかりと検証していただいて、

投票環境を守りながら、将来にわたって持続可能

な選挙執行の在り方について検討を進めていただ

くことを申し上げて私からの質問を終わります。 

●かんの太一委員長  以上で、第４項 選挙費

の質疑を終了いたします。 

 次に、第５項 人事委員会費及び第６項 監査

委員費の質疑を行いますが、通告がございません

ので、質疑を終了いたします。 

 以上で、本日の質疑を終了いたします。 

 次回の委員会ですが、３月４日水曜日午後１時

から、消防局及び危機管理局関係の質疑を行いま

すので、定刻までにご参集ください。 

 本日は、これをもちまして散会いたします。 

―――――――――――――― 

      散 会 午後３時43分 

 


